
１．生活支援
（１）相談支援体制の充実・強化等

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

1
障がい者及びその家族等が身近な地域で相談支援を受けることができるよう、郡部におけ
る地域生活支援センターの設置を町に働きかけます。

県内全市町村において地域生活支援センターを設置済。  ○設置済み：１９市町村 障がい福祉課

2

障がい者一人ひとりの心身の状況やサービス利用の意向、生活環境等を踏まえた適切な
サービス等利用計画の作成を促進するため、相談支援専門員の資質向上を図る研修会等を
開催するとともに、市町村と連携して、相談支援事業所数及び相談支援専門員数を増加す
る取組を行うなど、障害福祉サービス利用者が計画相談支援を利用できる環境を整備しま
す。

地域生活支援事業（障がい者福祉従業者等研修事業）により相談支援専門員の数を増やしつつ、フォローアップ研修や現任研修など
で資質向上を図ることにより、計画相談支援を利用できる環境を整えた。
＜R６受講者数＞  相談支援従事者研修（初任者研修） 25名  相談支援従事者研修（現任研修） 31名  相談支援従事者研修（主任
研修）2名  相談支援従事者研修（専門コース研修） 25名  相談支援従事者研修（フォローアップ研修） 10名

障がい福祉課

3

基幹相談支援センターの市町村（圏域）への設置を促進し、当該センターを核とした、地
域の相談支援体制の強化及び相談支援の質の向上や評価を促進します。また、当該セン
ターと、地域の中核的な役割を担う主任相談支援専門員が全県的に情報共有するスキーム
を設け、各地域における課題解決に一丸となって取り組む体制を整備します。

県地域自立支援協議会において、相談体制の強化や資質の向上について、評価、議論を実施。
○第１回地域自立支援協議会 相談体制支援部会
 ・日時：令和7年11月7日
 ・内容：相談支援専門員の質の向上策及び確保策、主任相談支援専門員のネットワークの運用状況、各市町村の地域生活支援拠点
の状況等

障がい福祉課

4

相談支援に従事する職員に対する研修の実施・情報交換の促進等により、相談支援の質の
向上を図るとともに、児童相談所、福祉事務所、精神科病院等関係機関との連携を図り、
障がい者及びその家族等が身近な地域で専門的な相談を受けることができる体制を整えま
す。

身体・知的障害者相談員研修を実施するなど質の向上を図っている。また、地域生活支援事業補助金（基幹相談支援センター機能強
化事業）により、県はその経費の４分の１を助成し市町村の相談支援体制整備を後押ししている。
○身体障害者相談員研修 受講42人、○知的障害者相談員研修 受講14人  ○基幹相談支援センター設置 ４箇所（鳥取市・東部４
町・中部・米子市）
【事業名：地域生活支援事業（高次脳機能障がい支援普及事業）】
高次脳機能障がい者支援拠点機関（医療法人十字会野島病院）に相談支援コーディネーターを配置し、高次脳機能障がいについて専
門的な相談を受ける体制を整備した。 ○相談支援コーディネーター １名（精神保健福祉士） ○R6相談件数 195件

障がい福祉課

5
計画相談におけるモニタリング等の評価を適切に行い、障がい者ケアマネジメントの質を
計画的に向上させるため、県地域自立支援協議会の中で相談支援体制の検討を行います。

県地域自立支援協議会において、相談体制の強化や資質の向上について、評価、議論を実施。
○第１回地域自立支援協議会 相談体制支援部会
 ・日時：令和7年11月7日
 ・内容：相談支援専門員の質の向上策及び確保策、主任相談支援専門員のネットワークの運用状況、各市町村の地域生活支援拠点
の状況等

障がい福祉課

鳥取県成年後⾒支援センター運営支援事業により東中⻄の成年後⾒支援センターに支援を行い、成年後⾒制度の利用促進を図った。
（R６実績：14,250千円＝4.750千円×３センター） また、市町村・市町村社協・地域包括支援センター職員等を対象に研修会を実施
した。

孤独・孤立対策課

障がい者虐待防⽌・権利擁護公開講座（県⺠講座）や障がい者虐待防⽌法啓発（新聞広告の掲載）を実施した。また、意思決定支援
の活用や普及を図るため、鳥取県地域自立支援協議会（権利擁護部会）において、各圏域における、意思決定支援の取組状況等を共
有し、意思決定支援を推進していくための議論を行っている。（令和６年度開催なし）

障がい福祉課

7

発達障がい者支援センターによる専門的な相談支援の実施や発達障がい者地域支援マネー
ジャーの配置をするとともに、発達障がい者及びその家族が可能な限り身近な地域におい
て必要な支援を受けられるように、市町村等での地域支援体制の整備を図ります。また、
発達障がい支援地域協議会等を活用する等により保健、医療、福祉、教育、雇用関係機関
等との連携・協力を図りながら、発達障がい者支援体制を充実させ、ライフステージに応
じた支援体制を構築するとともに、県⺠の理解をさらに深めるため、学校、地域、家庭、
職域その他の様々な場を通じて、必要な広報その他の発達障がいに関する理解促進・啓発
を行います。

地域の相談体制の整備を中心とし、発達障がい児者が豊かな地域生活を送ることを目的として、『エール』発達障がい者支援セン
ターで次の事業を実施
○相談支援（本人・家族・関係機関等へ助言)・・・１,４８８件
○普及啓発・研修・・・４６件
○関係機関との連携・・・９５件
○職員の研修派遣・・・１０７件

子ども発達支援課

8
高次脳機能障がいについて、支援拠点機関に配置している相談支援コーディネーターを中
心に、相談支援や関係機関との連携・調整等を行うとともに、高次脳機能障がいに関する
情報発信の充実を図ります。

○地域生活支援事業（高次脳機能障がい支援普及事業）
 高次脳機能障がい者支援拠点機関（医療法人十字会野島病院）に相談支援コーディネーターを配置し、高次脳機能障がいについて専
門的な相談を受ける体制を整備した。
  相談支援コーディネーター：１名（精神保健福祉士）、R6相談件数：195件 、支援研修会の実施：２回（どなたでも参加可）

障がい福祉課

鳥取県障がい者プランの進捗について（令和６年度）

障がいにより、意思決定が難しい状況にあっても、自らの意思を表明でき、またはその意
思が適切に汲み取られ、尊厳と権利が尊重されるよう、意思決定支援ガイドラインの活用
や普及を行います。

6

参考資料１



9

てんかんについて、一般啓発研修や人材育成研修を行うことにより、てんかんに対する理
解を促進するとともに、てんかんのある方に対する支援の手法を学び、てんかんのある方
を地域で支える支援体制の整備を図ります。併せて、支援拠点病院（鳥取大学医学部附属
病院）を中心としたてんかん診療ネットワークの構築を目指します。

○(社）日本てんかん協会鳥取県支部が実施する出前講座、啓発セミナー、人材育成研修に係る取組を支援した。
 ・普及啓発活動：R6（計3回）・人材育成研修：R6（参加者数延べ27名）
○鳥取大学医学部附属病院に「てんかん診療拠点機関」を設置し、てんかんの地域診療連携体制の整備を行った。
○専門的な相談対応を行うため、てんかん診療支援コーディネーターを配置。（相談件数：12件）
○県内でてんかん診療を行っている医療機関と診療内容及び入所施設の情報について一覧表を作成し、県のホームページで公開して
いる。
○てんかん治療医療連携研修会として、医療従事者等を対象に研修を2回（各圏域）開催した。
○市⺠公開講座を開催し、県⺠に対して普及啓発を実施した。
○パープルデーのライトアップ（3/24〜3/31）

障がい福祉課

10
難病について、鳥取県難病相談・支援センター（鳥取大学医学部附属病院）において、難
病患者からの各種相談に応じるとともに、難病患者団体設立時の支援等を行います。

鳥取大学医学部附属病院及び国立病院機構鳥取医療センターに難病相談・支援センターを設置し、難病患者からの各種相談事業を実
施した。

健康政策課

11
小児慢性疾病児童等について、小児慢性特定疾病児童等自立支援相談窓口（鳥取大学医学
部附属病院）において、当事者及びその家族からの相談に応じ、必要な情報の提供、助言
を行うとともに、地域の社会的資源を活用し、利用者の環境等に応じた支援を行います。

一般社団法人つなぐプロジェクトに、小児慢性特定疾病児童等自立支援業務を委託し、相談支援事業等を実施した。また、ピアカウ
ンセリング（保護者交流会）を、博愛こども発達・在宅支援クリニックへ委託を行い実施した。 あわせて、関係機関と協議を行い、
次年度に向けた事業の⾒直しを図り、相談支援事業については鳥取大学医学部附属病院、療養生活支援事業や相互交流支援事業につ
いては、一般社団法人つなぐプロジェクトへの委託により取り組みを進めることとなった。
・相談支援事業   相談受付方法・・・対面、電話、Ｅメール   相談件数・・・１４件

家庭支援課

12
家族と暮らす障がい者について、情報提供や相談支援等により、その家族を支援するとと
もに、障がい者同士が行う援助として有効な当事者による相談活動（ピアカウンセリン
グ）の更なる拡充を図ります。

○都道府県地域生活支援事業（障害者ピアサポート研修事業）により実施し相談活動の拡充を図った。
○鳥取県精神障害者家族会連合会支援事業
 精神障害者家族会連合会が実施する研修会、交流会や精神障がい者に対する正しい理解・知識の普及啓発事業等の取組を支援し
た。
 ・鳥取県家連心のけんこう研修会 参加者73名 討論会。
 ・内部勉強会 参加者延べ39名 意⾒交換。
 ・心の学習会 参加者数40名 体験発表
 ・神障がい者家族相談研修会 年間３回実施。 参加者数 各12名
 ・精神障がい者家族相談ダイヤル 毎月第１・３木曜日に実施（相談件数20件）
   (社）日本てんかん協会鳥取県支部が実施する出前講座、啓発セミナー、人材育成研修に係る取組を支援した。
 ・研修会の開催
 ・市⺠公開講座：R6（参加者数延べ34名）
 ・人材育成研修：R6 （参加者数延べ27名）

障がい福祉課

13

障害福祉サービスや制度等をまとめた冊子「よりよい暮らしのために」を活用し、現在
サービスを受けていない方等を含めより多くの方に、わかりやすく周知を図るとともに、
市町村に対しても、積極的な情報発信を促すよう努めます。また、鳥取県の障がい福祉関
連の主な支援制度を一覧で分かりやすくまとめたリーフレットを事業者に周知し、支援制
度の積極的な活用を促進します。

「より良い暮らしのために」を公共機関、銀行、病院等に配架し、積極的に情報発信を実施。 （配架依頼数）９５１箇所 障がい福祉課

14
情報冊子を作成するなど、広く障がい者等に障がい福祉制度や事業所の情報等が行き届く
よう情報発信を行う市町村に対し支援を行い、現在障害福祉サービスを利用していない障
がい者の必要な支援につなげていきます。

○障害福祉サービス等利活用促進事業
 市町村が、障がい福祉制度の紹介や事業所の情報等を掲載した冊子を作成し、障害福祉サービス等の円滑な利活用を促進するため
に必要となる経費の一部を支援する。（R6実績なし）

障がい福祉課

15

様々な相談事に対して、当事者や家族の目線に立って相談援助を行う「障害者相談員」の
活動は重要なものであることから、事業主体である市町村に対し相談員の連携・活用につ
いて働きかけを行うなど、地域での相談活動が継続されるよう必要な取組を行っていきま
す。

県内の市町村行政職員、知的障害者相談員及び身体障害者相談員向けに研修を開催し、障がい者相談活動のあり方や進め方、先進的
な事例や全国の状況等について伝えた。また、各相談員名簿をまとめている「よりよい暮らしのために」を市町村に配布し活用を促
している。

障がい福祉課



（２） 在宅サービス等の充実
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

第７期障がい福祉計画に基づき、新規施設の整備に対する補助制度を活用しながら、県内各圏域における障害福祉サービスの充実を
図った。
〇鳥取県社会福祉施設整備費補助金（R６交付決定の多機能施設（共同生活援助、就労継続支援A型・B型、生活介護）の新設のみ）
・１事業所 156,401千円の補助
○重度障がい児者利用基盤整備事業   ・１事業所 3,008千円の補助

障がい福祉課

〇鳥取県障害児者在宅生活支援事業補助金 障がい児者のニーズが高いものの、障害者総合支援法等による支給の対象とならないサー
ビスに対し補助をすることにより、障がい児者の在宅生活を支援する。 R６年度実施市町村：1３市町村

子ども発達支援課

重度障がい児者支援事業
 〇重度障がい児者日中支援事業 ：33,930千円の補助（市町村間接補助）
 〇鳥取県型「（要医ケア障がい者支援特化型）生活介護事業所」運営支援事業：10事業所（５市町）13,294千円の補助（市町村間
接補助）
 〇夜間生活支援員配置事業：２事業所 5,948千円の補助（市町村間接補助）
 〇在宅重度障がい児者等支援体制強化事業 ：５市町 2,206千円の補助（市町村間接補助）
 〇医療的ケアを要する重度障がい者の地域生活推進事業（GH]）：１事業所（４市町村）6,329千円の補助（市町村間接補助）
 〇重度障がい児者利用施設基盤整備事業：１事業所（GH１）3,008千円の補助

障がい福祉課

〇重度障がい児者医療型ショートステイ整備等事業
 医療的ケアの必要な重度障がい児者の地域生活を支援するため、県内の医療機関が実施する医療型ショートステイの確保を図ると
ともに、通常の障害福祉サービスの報酬に加え、県が独自に受入費用を助成する等、当該医療機関における支援の充実を図った。
（補助実績：７医療機関） また、診療所の宿泊受入に係る夜間対応及び人員配置に対して、看護師の夜間勤務人件費相当額の加算を
行い、ショートステイ利用の促進を図った。 その他、通常の障害福祉サービスにはないヘルパー等による付添費用を県が独自に助成
することで、利用者や保護者等がより安心してサービスを利用できる受入体制の充実を図った。
〇訪問型レスパイト支援モデル事業
 医療的ケアの必要な障がい児者（県内に在住する総合療育センター利用者に限る）のレスパイトの多様化に対応するため、訪問看
護ステーションの看護師が自宅等を訪問し、家族に代わって医療的ケアを伴う⾒守りを実施することで、総合療育センターのショー
トステイ利用の集中化の緩和を図った。（補助実績：５回・9時間）
〇医療型ショートステイ利用促進モデル事業補助金
 ⻄部圏域周辺の医療機関である国立病院機構松江医療センターへのショートステイ利用の促進を図る（松江までの交通費を助成）
ことにより、総合療育センターのショートステイ利用者の集中化の緩和を図るものだが、令和６年度は利用実績なし。
〇医療的ケアを必要とする小児慢性特定疾病児童等の一時預かり事業
 医療的ケアを必要とする小児慢性特定疾病児童等の日中における居場所の確保及びその家族のレスパイトケアを目的として、拠点
施設の空床を利用して当該児童を一時的に預かり、必要な療養上の管理、日常生活上の世話等必要な支援を行うもの。 （令和６年度
利用実績：実1名（延4名））
〇医療的ケア児等に係る人材確保事業
 医療的ケア児等を受入れる事業所の人材確保を図るため、県内で看護教育を実施する教育機関３校において講義を実施するととも
に、県内の専門学校を対象に障害児通所事業所の⾒学会を企画し、３校が参加した。

子ども発達支援課

18
障がい者が自立した生活を営むことができるよう、身体機能、生活能力の向上のために必
要なリハビリテーションや訓練の支援の充実を図ります。

〇障がい者福祉従業者等研修事業（R６受講者数）
 ・サービス管理責任者研修基礎研修：9２名 ・サービス管理責任者等更新（フォローアップ含む）研修：１５１名  ・サービス
提供責任者研修：３名  ・障がい福祉サービス従業者研修：20名 ・障がい福祉サービス従業者分野別基礎研修：８３名

障がい福祉課

19
視覚障がい者、聴覚障がい者、音声機能障がい者等に対して、日常生活上必要なトレーニ
ング・指導等を行い、これらの方の生活の質向上や社会参加の促進を図ります。

各支援センターにおいて、歩行訓練等日常生活上必要な指導や、生活に役立つ情報の提供等を行った。 障がい福祉課

20
外出の支援を必要とする障がい者が利用できる居宅介護等事業所（居宅介護、重度訪問介
護、同行援護、行動援護）を増やし、地域間格差なく安心して外出できる環境づくりを進
めるため、居宅介護等の従事者養成研修を実施し、人材の育成を図ります。

障がい者福祉従業者等研修事業  R6講者（修了者）数   同行援護従業者養成研修（一般課程） 43名   同行援護従業者養成研
修（応用課程） ※令和６年度は未実施   行動援護従業者養成研修 91名   サービス提供責任者研修 ３名   障がい福祉
サービス従業者研修 20名   障がい福祉サービス従業者研修分野別基礎研修 83名

障がい福祉課

21
地域生活支援事業費補助金の財源確保について、市町村が積極的に事業に取り組めるよう
国に対する政策提案を継続的に行います。

令和6年7月23日に国に政策提案を行ったところであるが、地域生活支援事業費補助金は所要額の約68％（R5実績）に留まっているこ
とから、その財源確保について今後も政策提案を行っていく予定。

障がい福祉課

行動障がいや医療的ケアを必要とするなど、常時介護を必要とする重度の障がい児者が地
域で生活できるよう、日中及び夜間における支援の充実を図るとともに、医療型・福祉型
短期入所、グループホーム、生活介護など在宅サービスの充実を図るため、必要な支援を
行います。

17

障がい者のニーズ及び実態に応じて、在宅の障がい児者に対する、居宅介護、重度訪問介
護、同行援護、行動援護等の充実を図るとともに、短期入所及び日中活動の場の確保等に
より、在宅サービスの充実を図ります。特に短期入所は、在宅生活を支援する上で家族の
休息（レスパイト）等に必要不可欠なサービスであり、利用ニーズも多いことから、環境
整備やサービス利用に関する改善点に関して、関係機関と協議を行い、受入体制を強化し
ます。

16



22

障害者支援施設について、小規模化を進め、地域で生活する障がい者に対する在宅支援の
拠点としてその活用を図るとともに、施設入所者の生活の質の向上を図ります。また、障
がい者の高齢化、重度化等に伴う多様なニーズに対応できるグループホームの整備等を促
進し、入所者の地域社会での生活への移行を進めます。

〇鳥取県社会福祉施設整備費補助金（R６交付決定の多機能施設（共同生活援助、就労継続支援A型・B型、生活介護）の新設の
み）：１事業所 156,401千円の補助
○重度障がい児者利用基盤整備事業：１事業所 3,008千円の補助

障がい福祉課

23

障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を⾒据え、地域生活を安心して送ることができ
るよう、相談、体験の機会・場、緊急時の受け入れ・対応、専門的人材の確保・育成、地
域の体制づくりなどを行う機能を備えた地域生活支援拠点について、市町村及び圏域が実
施する運用状況の検証・検討を支援し、拠点の各機能が活用しやすく実効性のあるものと
なるよう働きかけを行っていきます。

適宜、各市町村及び圏域における地域生活支援拠点の現状のアンケート等を実施し、状況を把握するとともに、地域自立支援協議会
相談支援体制部会で、各市町村の状況把握や今後の体制づくりの検討、議論を行った。
 ・第１回相談支援体制部会 令和6年11月7日
 各市町村の地域生活支援拠点の状況等 「親亡き後」を⾒据え、地域生活を安心して送ることができるよう、相談、体験の機会・
場、緊急時の受け入れ・対応、専門的人材の確保・育成、地域の体制づくりを進めるため、地域生活支援拠点の機能充実を図れるよ
う、市町村補助金の創設について令和７年度の予算に向けて検討した。

障がい福祉課

24
障がいのある我が子の支援を段階的に関係機関へ託していくための引継書である「安心サ
ポートファイルとっとり」について、継続して普及員の養成を行うとともに、県内での着
実な普及促進を図り、親亡き後のサポート体制の構築に努めていきます。

〇あいサポートファイルとっとり普及の取組
 ・地区育成会役員・各市町村知的障害者相談員・学校・保護者等向けに説明会の開催（普及研修兼ねる） ７回（参加118名、ファ
イル数119冊）  ・親亡き後の安心サポート体制検討委員会 ３回（ファイル内容の⾒直し、普及活動検討）  ・親亡き後の安心サ
ポート体制検討委員会ワーキンググループ ２回（ファイル内容の⾒直し）

障がい福祉課

25
知的障がい者、医療的ケアを要する障がい者、重症心身障がい者、精神障がい者などが入
居可能なグループホームの整備を促進します。

〇鳥取県社会福祉施設整備費補助金（R６交付決定の多機能施設（共同生活援助、就労継続支援A型・B型、生活介護）の新設の
み）：１事業所 156,401千円の補助
○重度障がい児者利用基盤整備事業：１事業所 3,008千円の補助

障がい福祉課

26
認知症の方の中には、日常生活に大きな影響を及ぼす方もいることから、認知症サポー
ターの養成を推進し、地域の中で、認知症の方を⾒守る体制を整えます。

「認知症サポートプロジェクト事業」の中の「認知症サポーター数拡大に向けた事業」で認知症サポーター養成講座を開催し、県内
の企業・団体や住⺠に対し、認知症に対する知識の普及・啓発を行った。
 「認知症サポーター養成講座」開催回数 20回  ・「認知症サポーター」養成人数 728名

⻑寿社会課

（３）障がい児支援の充実
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

27

障がい児のライフステージに応じた切れ目の無い一貫した支援（縦の連携）と、保健、医
療、福祉、保育、教育、就労支援等と連携した地域支援体制の確立（横の連携）を進めま
す。このため、県と市町村は、障害児通所支援や障害児入所支援から障害福祉サービスへ
円滑に支援の移行が図られるよう、緊密な連携を図り、また、適切な時期に必要な協議が
行われるように体制整備を行います。

〇医療的ケア児等総合支援事業（医療的ケア児等支援センター設置事業）
 令和５年度から、相談を医療的ケア児等支援センターが引き継ぎ、センターにおいて、重度障がい児者及び家族が安心して地域生
活を送ることができるよう本人や家族からの相談を受け、必要に応じて関係機関に繋いでいる。

子ども発達支援課

28
障がい特性等から、成人サービスへの円滑な移行が困難と予想されるケースについて、県
が移行調整の責任主体として関係機関による協議の場を設け、円滑に移行できる支援体制
を整備します。

 移行が困難なケースにおいて、県が移行調整の責任主体として関係機関（皆成学園、米子市、米子児童相談所、相談支援事業所）
と協議の場を設け、円滑な移行ができるよう協議を行っている。令和６年度は４回個別ケース会議を開催した。 また、県内障がい児
入所施設に対し、１５歳以上の児童について移行調整状況の調査を実施し、状況把握を行っている。

子ども発達支援課

29

きこえない・きこえにくい子どものサポートセンター『きき』を核とした難聴児の相談支
援や、「新生児聴覚検査と聴覚障がい児支援のための手引き」に基づいた新生児聴覚検査
の実施、支援機関で構成する協議会の設置による連携体制の整備により、早期発⾒・早期
療育及び切れ目のない支援体制を整備します。

支援体制の充実に向けた課題整理を行うため、新生児j聴覚検査実施医療機関に対し、手引き改正後の新生児聴覚検査等の実施状況に
ついて調査を行なった。 また、医療・保健・福祉・教育の連携を強化するため、各分野の関係者の参画により支援協議会を開催し
た。

子ども発達支援課

30
障害児通所支援事業所の受入体制の充実と、日中一時支援や短期入所といった保護者のレ
スパイトサービスの充実を図ることで、障がい児及びその家族（障がい児のきょうだいを
含む）が地域で安定した生活を送るための基盤を整備します。

〇重度障がい児者医療型ショートステイ整備等事業
 医療的ケアの必要な重度障がい児者の地域生活を支援するため、県内の医療機関が実施する医療型ショートステイの確保を図ると
ともに、通常の障害福祉サービスの報酬に加え、県が独自に受入費用を助成する等、当該医療機関における支援の充実を図った。
（補助実績：7医療機関） また、診療所の宿泊受入に係る夜間対応及び人員配置に対して、看護師の夜間勤務人件費相当額の加算を
行い、ショートステイ利用の促進を図った。 その他、通常の障害福祉サービスにはないヘルパー等による付添費用を県が独自に助成
することで、利用者や保護者等がより安心してサービスを利用できる受入体制の充実を図った。
〇訪問型レスパイト支援モデル事業
 医療的ケアの必要な障がい児者（県内に在住する総合療育センター利用者に限る）のレスパイトの多様化に対応するため、訪問看
護ステーションの看護師が自宅等を訪問し、家族に代わって医療的ケアを伴う⾒守りを実施することで、総合療育センターのショー
トステイ利用の集中化の緩和を図った。（補助実績：５回・9時間）
〇医療型ショートステイ利用促進モデル事業補助金
 ⻄部圏域周辺の医療機関である国立病院機構松江医療センターへのショートステイ利用の促進を図る（松江までの交通費を助成）
ことにより、総合療育センターのショートステイ利用者の集中化の緩和を図るものだが、令和６年度は利用実績なし。

子ども発達支援課



31

児童発達支援センターを核とした重層的な地域の支援体制を構築し、児童発達支援セン
ターが行うスーパーバイズ・コンサルテーション等による地域の障がい児支援の質の底上
げや障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、児童発達
支援センターによる地域支援の充実を図ります。

〇児童発達支援センター利用料軽減事業
 ・児童発達支援センターを利用している第２子以降の児童に係る利用料の減免を行った。（対象：27名）

子ども発達支援課

32

保育所等訪問支援を活用できるよう市町村による整備を促進し、障害児通所支援事業所等
が保育所や認定こども園、放課後児童クラブ、幼稚園、小学校及び特別支援学校等の育ち
の場での支援に協力できるような体制を構築することにより、障がい児の地域社会への参
加・包容（インクルージョン）の推進を図ります。

県地域自立支援協議会の部会として医療的ケア児者支援に係る専門部会を開催し、医療的ケア児書の支援体制整備や機関連携につい
て協議を行なった。（2回開催）。

子ども発達支援課

33

重症心身障がい児及び医療的ケアを要する障がい児等、重度の障がい児が身近な地域にあ
る児童発達支援や放課後等デイサービス等を利用できるように、地域における人数やニー
ズの把握、課題の整理や地域資源の開発等を行うことにより、支援体制の充実を図りま
す。

県内事業所にアンケート調査を２回実施し、福祉サービスの利用状況及びサービス提供における困りごと等を把握し、新たな補助金
創設のための参考とした。

子ども発達支援課

34

医療的ケアを要する障がい児が身近な地域で必要な支援が受けられるように、障がい児支
援等を行う社会資源の充実を図ります。また、医療的ケアを要する障がい児が適切な支援
を受けられるように、保健、医療、福祉、保育、教育その他関連分野の関係機関が連携を
図り、支援施策を検討するための協議の場を設置します。

〇障がい児者事業所職員研修事業
 ・令和６年度リハビリテーション関連事業所職員研修により、医療、療育、福祉の関係機関の支援の現状の共有と連携についての
基礎的な研修を実施し、５４名が受講した。
 ・令和６年度鳥取県重度心身障がい児・医療的ケア児事業所職員研修会において、重症心身障がい児者における食事の介助につい
てをテーマとして、関係機関の職員を対象に研修動画を配信した。
〇医療的ケア児等の支援を総合的に調整する人材の育成
 ・令和６年度医療的ケア児等コーディネーター養成研修を実施し、２５名が受講した。

子ども発達支援課

35

障がい児が保育所、認定こども園、放課後児童クラブ等を他の児童と同様に利用できるよ
う、市町村と連携して受入れ体制の充実を図るとともに、幼稚園における特別支援教育の
充実を図ります。また、保育所、認定こども園等において医療的ケアを要する障がい児の
受入れができるよう体制整備を図ります。

保育所、幼稚園等においては、特別支援教育研究推進事業費補助金及び保育サービス多様化促進事業費補助金により、特別な支援が
必要な子どもの受け入れに際し教員・保育士を加配する費用を助成するとともに、障がい児保育に関する研修を委託実施し、保育・
幼児教育の質の向上を図った。（助成施設数：160施設（特別支援17施設＋保育サービス143施設）） 放課後児童クラブにおいては、
子ども・子育て支援交付金（放課後児童健全育成事業）により、障がいのある児童の受入や担当職員の加配に係る運営費の助成を
行った。（助成クラブ数：147クラブ）また、医療的ケアを要する障がい児の受入れができるよう市町村と協力し、看護師を配置する
など体制整備を図った（4市町・5施設）

子育て王国課

36

乳幼児期、小学校就学前、学齢期、卒業後のライフステージごとの支援を行うほか、保護
者の「気づき」の段階からの支援、保育所等での丁寧なフォローによる専門的な支援への
つなぎ、教育委員会や学校等との連携、卒業後を⾒据えた就労移行支援事業所等との連携
を深めます。

○乳幼児健康診断（1歳6ヶ月、3歳、5歳）（市町村事業） ・保健師による相談指導 ・福祉保健専門機関・医療機関との連携 子ども発達支援課

37
放課後等デイサービス等の障がい児通所支援実施に当たっては、実施形態を工夫し、関連
施策との緊密な連携を促進します。

課題への対応の基礎資料とするため、重症心身障がい児及び医療的ケアを要する障がい児等の福祉サービスのニーズ等を把握するた
めのアンケート調査や医療的ケア児の受入れ可能な通所事業所の調査を実施した。

子ども発達支援課

38
発達障がい児の保護者やきょうだいについて、ペアレントメンターの活用、ペアレントプ
ログラムやペアレントトレーニングの推進、ピアサポートの充実などを通して相談及び家
族支援の充実を図ります。

○ペアレントメンター（信頼のおける相談相手となる先輩保護者）
 ・令和６年度現在８４名が登録（東部３４名、中部２５名、⻄部２４名、県外１名）
 〇ペアレントメンターの活動延べ件数は件
 ・来所相談６件 ・訪問相談１２１件 ・電話相談１４６件・メール相談１６９件
 ・情報交換会１６０件・理解啓発への協力１９件・ペアレントトレーニングへの協力１６件・その他４件

子ども発達支援課

39
全ての市町村で５歳児健診（発達相談）を実施し、発達障がいへの早期の適切な対応や就
学への準備等の支援充実を図ります。

全ての市町村において５歳児健診（発達相談）を実施した。 ５歳児健診（発達相談）において発達障がいが疑われる場合、就学に向
けた適切な支援体制を整えるため、保育所や療育機関、医療機関、教育委員会等と連携したケース会議や事後フォローを実施した。
（市町村事業）

子ども発達支援課

40
発達障がい児及びその家族が可能な限り身近な地域において必要な支援を受けられるよう
に、地域での相談支援の充実や、発達障がい児を受け入れる事業所の拡充を図ります。

〇地域療育支援事業 障がい児の保護者等の相談に応じることにより、育児不安の解消を行い、家庭生活の継続を支援する。
〇ペアレント・トレーニング講習会 発達障がい児の保護者が親子とのコミュニケーションを学ぶペアレント・トレーニングのファシ
リテーターを４６名養成した。

子ども発達支援課

41
障がい児や同じ病気を持つ子の親の会、関係団体等の一覧を積極的かつわかりやすく情報
提供します。

○障がい福祉課のホームページに掲載 ○鳥取県発達障がい啓発ハンドブックに掲載
○子育て応援ガイドブックに掲載 ○よりよい暮らしに掲載

子ども発達支援課



42
難病の子どもと家族の地域生活について、福祉、医療、教育等の連携により、子どもの成
⻑に合わせた切れ目のない支援をするため、医師、看護師等の専門人材の育成と、生活支
援の中核を担う地域連携拠点の整備を行います。

○「医療的ケア児等及びその家族の地域生活支援体制整備事業」において、本県と日本財団との共同プロジェクトにより整備した拠
点施設へ委託して医療的ケア児等に関わる医療従事者の人材養成、医師等による巡回指導等を実施した。
 ・鳥取県医療的ケア児等支援センター：ICT機器支援スタッフ育成研修
 ・公益社団法人鳥取県看護協会「ナーシングデイこすもす」：医療的ケア児等の在宅支援を担う医師等多職種連携養成研修
○医療的ケア児等に係る人材確保事業
 ・医療的ケア児等を受け入れる事業所の人材確保を図るため、県内の看護教育を実施する３教育機関で医療的ケア児等に関する講
義を実施したほか、県内の専門学校３校が事業所⾒学を実施した。

子ども発達支援課

障がい福祉課

子ども発達支援課

44

障害児入所支援について、より家庭的な環境での生活の場を提供するためにケア単位小規
模化を推進し、小規模なグループによる支援等をするとともに、施設が地域に開かれたも
のとするために障がい児の状況に応じた支援体制について検討します。特に、虐待を受け
た障がい児に対しては心理的ケアを提供し、きめ細やかな支援を行います。また、障害児
入所支援から障害福祉サービスへの円滑な支援の移行を確保するため、市町村をはじめと
する関係機関との緊密な連携を図ります。

移行が困難なケースにおいて、県が移行調整の責任主体として関係機関（皆成学園、米子市、米子児童相談所、相談支援事業所）と
協議の場を設け、円滑な移行ができるよう協議を行っている。令和６年度は４回個別ケース会議を開催した。 また、県内障がい児入
所施設に対し、１５歳以上の児童について移行調整状況の調査を実施し、状況把握を行っている。

子ども発達支援課

（４） 重度障がい児者（強度行動障がい児者、医療的ケア児者）の支援強化
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

45

訪問系の障害福祉サービス事業者がサービス提供を行う際の基本報酬に対する独自支援
や、入所施設やグループホーム等において手厚い人員体制でサービス提供を行う事業所へ
の支援を設けるなど、強度行動障がい者が障害福祉サービスを利用する際の支援体制の整
備・強化を図ります。

○鳥取県強度行動障がい者訪問等支援事業 強度行動障がい者へサービス提供を行う訪問系サービス事業者等に対して、サービス提供
の際の上乗せ加算及び遠隔地への送迎や通院等介助を行った場合に加算支援した。
 ・令和６年度補助実績：３市町、2,967千円
○鳥取県強度行動障がい者入居等支援事業 重度の強度行動障がい者へ居住支援を行う社会福祉法人等（入所施設、GH、短期入所、
生活介護）に対し、市町村を通じて運営費の補助を行い、強度行動障がい者の施設等待機状況の解消を図った。
 ・令和６年度補助実績：３市、5,014千円

障がい福祉課

46
入所施設やグループホームにおいて強度行動障がい者を受け入れるために必要な、突起物
撤去や壁・窓の補強など、障がいの特性に応じた居室整備や備品購入に対する支援を行
い、受け皿確保のための取組を行います。

○鳥取県強度行動障がい児者環境整備事業補助金 入所施設やグループホームにおいて強度行動障がい者を受け入れるために必要な、
突起物撤去や壁・窓の補強など、障がいの特性に応じた居室整備や備品購入に対する支援を実施
 ・令和６年度補助実績：４事業者、18,728千円

障がい福祉課

47

強度行動障がい者のサービス利用開始に際しては、安心できる場所としての本人への認識
づけ、施設側の特性理解や関係づくり等のため何度も体験利用等を繰り返すといった丁寧
な調整が必要であるため、短時間でも利用可能なサービス体験を促進するための支援を行
います。

○鳥取県強度行動障がい者サービス体験利用等促進事業補助金
 強度行動障がい児者が障害福祉サービスの体験利用を行う場合に、環境適応のために必要な経費を支援する。・ 令和６年度補助実
績：１市、37千円

障がい福祉課

県（エール）に専属のコーディネート的役割を担う職員を配置（２名）。令和５年度に県事務局、エールが中心となって各市町村と
支援対象者を協議し選定。 令和７年度は、エール、市町村、基幹相談支援センター、支援事業者、ノウハウを持つ指導者等で構成さ
れる支援チームを結成し、令和５年度に選定した者に対し継続支援を実施中。

障がい福祉課

エールを拠点として子発予算でマネージャー1名を配置し、⺟子保健からの切れ目のない支援に向けて市町村や保育所等へ訪問を行っ
ている。また、障がい福祉課予算で強度行動障がい支援担当のマネージャーを2名配置している。 発達障がい地域支援連絡会を開催
し、県内の支援状況の共有及びエールと鳥大の連携の情報交換を行っている。

子ども発達支援課

49

支援者のより高度な支援方法や実践力の更なる向上を図るため、事例検討や実践を通じて
支援技術や専門性を高めていく研修を行い、現場における支援の中心となる中核的な人材
の育成・確保を行っていきます。また、こうした研修に参加しやすいよう環境整備を行っ
ていきます。

○障がい者福祉従業者等研修事業（障がい福祉課事業） R６受講者数
 ・行動援護従業者養成研修：91名  ・強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修）：197名  ・強度行動障がい支援者養成研修
（実践研修）：133名  ・強度行動障がい支援者専門研修：16名

障がい福祉課

50

医療的ケア児の医療機関等への移動を支援するため、大型福祉タクシー、看護師派遣に係
る経費を助成し、保護者の経済的、身体的負担及び精神的負担の軽減を図ります。また、
医療的ケア児の在宅生活支援のため、医療的ケア児に対応できる訪問看護ステーションの
充実を図ります。

〇医療的ケア児等送迎支援事業 市町村及び訪問看護事業者者向けのオンライン説明会、市町村意⾒交換会、医ケア児等の連携推進会
議で本補助金について説明を実施。 本補助金を利用し、3社のタクシー会社が福祉車両を購入、鳥取市が医ケア児の送迎にかかる費
用を助成した。
〇医療的ケア児訪問看護師育成支援事業 医療的ケア児の訪問看護を行う際に、経験の少ない他の訪問看護ステーションの訪問看護師
を育成目的で同行させた場合、それぞれの訪問看護ステーションに人件費相当額を補助する。 令和６年度は５事業所へ補助を行っ
た。

子ども発達支援課

強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい児者に対して、障がい児者通所支援等
において適切な支援ができるよう、人材育成等を通じて支援体制の整備を図ります。

○障がい者福祉従業者等研修事業 R6受講者数
 ・行動援護従業者養成研修：91名  ・強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修）：197名  ・強度行動障がい支援者養成研修
（実践研修）：133名  ・強度行動障がい支援者専門研修：16名

43

48

在宅で暮らしながら障害福祉サービスの安定的な利用ができていない強度行動障がい児者
が、安心で安定的な生活を送ることができるよう、エール（発達障がい者支援セン
ター）、市町村、支援事業者を含めた支援体制を構築し、課題行動軽減のための環境調
整、支援事業所のアドバイス体制構築、支援者の養成強化などを一体的に行い、サービス
の安定的な利用につなげる体制を整備していきます。



51
医療的ケア児等支援センターを核とした医療的ケア児等の相談支援等を行い、また、医療
的ケア児等コーディネーターや関係機関等と連携しながら医療的ケア児の地域生活を支援
します。

医療的ケア児等支援センターによる相談実績が147件。 また、医療的ケア児等コーディネーターが25名増え、17市町村にコーディ
ネーターが配置された。

子ども発達支援課

52
常時医療的ケアが必要な重度障がい者の在宅生活を支えるため、看護職員を配置して医療
的ケア等を行う生活介護事業所やグループホームに対する支援を行い、医療的ケアを要す
る者が、日中サービスを利用しながら地域生活を送る環境づくりを促進します。

・医療的ケアを要する重度障がい者の地域生活推進事業（GH]） １事業所（４市町村）6,329千円の補助（市町村間接補助） 障がい福祉課

（５）サービスの質の向上等
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

障害者総合支援法に基づき障害福祉サービス事業所等の指導監査を計画的に実施。障害者総合支援法の改正（H30.4.1施行）により、
サービスの質の確保・向上に向けた環境整備を目的として、都道府県が事業所の事業内容等の情報を公表する制度が設けられＷＡＭ
ＮＥＴで公表している。

障がい福祉課

令和６年度鳥取県社会福祉・保健サービス評価事業において、評価機関が障がい者福祉施設の第三者評価を１８件実施し、県のホー
ムページのリンク先のＷＡＭ ＮＥＴ（welfare and medical ｓｅｒｖｉｃｅ network system）に評価結果を公表している。令和
７年度も同様に評価機関が実施する第三者評価について、結果を公表する予定。

福祉監査指導課

○障がい者福祉従業者等研修事業 （R6受講者数
 ・行動援護従業者養成研修：91名 ・強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修）：197名  ・強度行動障がい支援者養成研修
（実践研修）：133名  ・強度行動障がい支援者専門研修：16名

障がい福祉課

○「医療的ケア児等及びその家族の地域生活支援体制整備事業」において、本県と日本財団との共同プロジェクトにより整備した拠
点施設へ委託して医療的ケア児等に関わる医療従事者の人材養成、医師等による巡回指導等を実施した。
 ・鳥取県医療的ケア児等支援センター
○ ICT機器支援スタッフ育成研修
 ・公益社団法人鳥取県看護協会「ナーシングデイこすもす」
○医療的ケア児等の在宅支援を担う医師等多職種連携養成研修

子ども発達支援課

55
障害福祉サービスの提供に当たっては、県による市町村への適切な支援等、県と市町村が
協力・連携を図り、地域間におけるサービスの格差の解消を図るとともに、障害者総合支
援法に基づく総量規制等を含め、サービス提供量の適正化を図ります。

第７期障がい福祉計画に基づき、新規施設の整備に対する補助制度を活用しながら、県内各圏域における障害福祉サービスの充実を
図った。
〇鳥取県社会福祉施設整備費補助金（R６交付決定の多機能施設（共同生活援助、就労継続支援A型・B型、生活介護）の新設の
み）：１事業所 156,401千円の補助

障がい福祉課

56
障害福祉サービスと医療、地域など関係者間の連携を深め、障がい者が地域で暮らしてい
くためのネットワークを構築します。

障がい者が地域で暮らしていくためのネットワークの一つとして各圏域等に自立支援協議会が設置されているところ。
 ○東部圏域：鳥取市、東部４町（４町が共同設置）、○中部圏域：倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町
 ○⻄部圏域：⻄部（９市町が共同設置）、米子市･日吉津村（１市１村が共同設置）

障がい福祉課

57
鳥取県独自の事業所認定制度を設け、質の高いサービスを提供する障害福祉サービス事業
所を認定するなど、質の高い事業所を推奨する仕組みを検討します。

障害者総合支援法の改正（H30.4.1施行）により、サービスの質の確保・向上に向けた環境整備を目的として、都道府県が事業所の事
業内容等の情報を公表する制度が設けられＷＡＭ ＮＥＴで公表している。

障がい福祉課

58
よりよい障害福祉サービスの提供体制を構築するため、障害福祉サービス事業所に対する
指導監査を適切に実施します。

○令和６年度指導監査実施状況（指導監査） 101件（運営指導：⻄部63件、中部33件  監査：中部1件、⻄部4件） 障がい福祉課

（６）人材の育成・確保
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

障がい福祉課

子ども発達支援課

54
強度行動障がい、重症心身障がい、医療的ケアを要する障がい児者など専門性が求められ
るケースに対応するため、必要な研修を実施します。また、困難ケースへの対応など支援
が難しいケースについてスーパーバイザーを派遣する仕組みを構築します。

59

障害福祉サービス、障害児通所支援事業又は相談支援が円滑に実施されるよう、サービス
管理責任者、児童発達管理責任者、相談支援専門員等の人材養成を行います。また、サー
ビス管理責任者、児童発達管理責任者、相談支援専門員等の質の向上や目指すべき方向性
を示した「鳥取県障がい福祉人材育成ビジョン」をもとに、各種研修をはじめとする人材
育成を計画的かつ効果的に実施します。

53
障害福祉サービス等の質の向上を図るため、苦情解決の推進、第三者評価の実施及び結果
公表の促進等に努めます。

○障がい者福祉従業者等研修事業  R６受講者（修了者）数
 ・サービス管理責任者（基礎研修）：92名 ・サービス管理責任者（実践研修）：74名  ・サービス管理責任者（更新研修） ：
77名 ・サービス管理責任者（フォローアップ研修）：30名  ・相談支援従事者研修（初任者研修）：25名  ・相談支援従事者研
修（現任研修）：31名 ・相談支援従事者研修（主任研修）：2名 ・相談支援従事者研修（専門コース研修） 25名 ・相談支援従
事者研修（フォローアップ研修）：10名、・児童発達支援管理責任者（基礎研修）：43名、・児童発達支援管理責任者（実践研
修）：30名、・児童発達支援管理責任者（更新研修）：9名



○障がい者福祉従業者等研修事業  R6受講者（修了者）数
 ・同行援護従業者養成研修（一般課程）：43名  ・同行援護従業者養成研修（応用課程）※令和6年度末未実施 ・行動援護従業
者養成研修：91名  ・サービス提供責任者研修：3名 ・障がい福祉サービス従業者研修：20名 ・障がい福祉サービス従業者研修
分野別基礎研修：83名 ・強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修）：197名 ・強度行動障がい支援者養成研修（実践研修）：
133名 ・強度行動障がい支援者養成研修（専門研修）：16名 ・相談支援従事者研修（初任者研修）：25名  ・相談支援従事者研
修（現任研修）：31名 ・相談支援従事者研修（主任研修）：2名  ・相談支援従事者研修（専門コース研修） ：25名  ・相談支援
従事者研修（フォローアップ研修）：10名  ・障がい者グループホーム世話人研修：277名 ・要介助高齢知的障がい者支援研修：
36名  ・施設入所者地域移行支援研修 実施せず

障がい福祉課

＜１ 貸付決定実績＞ ※R6年度内に貸付決定したもの
 ①介護福祉士修学資金等貸付事業  ・貸付決定人数：19名   ・貸付決定額： 22,500千円
 ②福祉系高校修学資金等貸付事業  ・貸付決定人数：4名   ・貸付決定額：1,190千円
＜２ 貸付実績＞ ※R6年度内に実貸付したもの
 ①介護福祉士修学資金等貸付事業   ・貸付人数：39人  ・貸付額：19,810千円
 ②福祉系高校修学資金等貸付事業   ・貸付人数：4人   ・貸付額：850千円

⻑寿社会課

61
強度行動障がいの受入事業所等を増やすことにより、強度行動障がい者の安心・安全な暮
らしを確保するとともに、家族等の休息（レスパイト）にもつなげます。

○鳥取県強度行動障がい者入居等支援事業
 重度の強度行動障がい者へ居住支援を行う社会福祉法人等（入所施設、GH、短期入所、生活介護）に対し、市町村を通じて運営費
の補助を行い、強度行動障がい者の施設等待機状況の解消を図った。（R６年度補助実績：３市、5,014千円）
○障がい者福祉従業者等研修事業（R６受講者数）
 ・行動援護従業者養成研修：91名 ・強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修）： 197名 ・強度行動障がい支援者養成研修
（実践研修）： 133名  ・強度行動障がい支援者専門研修：16名

障がい福祉課

62
強度行動障がい児者の支援に関し、国の研修メニューによる支援人材の育成・確保を図る
他、より高度な支援方法や実践力の更なる向上を図り、地域における中核的な人材を確保
するため、県独自の研修を実施し、専門的人材の養成・確保を行っていきます。

○障がい者福祉従業者等研修事業（R６受講者数）
 ・行動援護従業者養成研修：91名  ・強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修）：197名  ・強度行動障がい支援者養成研修
（実践研修）： 133名  ・強度行動障がい支援者専門研修：16名

障がい福祉課

63
強度行動障がい児者に対する身体拘束などの虐待を未然に防⽌するため、事業所職員に対
して必要な研修を行うとともに、スーパーバイザーの養成など必要な事業を実施します。

○障がい者福祉従業者等研修事業 （R6受講者数）
 ・行動援護従業者養成研修：91名  ・強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修）： 197名  ・強度行動障がい支援者養成研修
（実践研修）：133名  ・強度行動障がい支援者専門研修：16名

障がい福祉課

○医療的ケア児等に係る人材確保事業
 医療的ケア児等を受け入れる事業所の人材確保を図るため、県内の看護を実施する３教育機関で医療的ケア児等に関する講義を実
施したほか、県内の専門学校３校が事業所⾒学を実施した。

子ども発達支援課

鳥取県福祉人材センター運営事業により社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会に委託して、無料職業紹介事業、説明会、講習会等を実
施した。 Ｒ6実績：9,510千円、921件相談受付、説明会・講習会等11回開催（528人参加）

福祉保健課

65
医療的ケアを要する障がい児者の生活を支援するため、介護職員等による痰の吸引等の研
修を実施し、痰の吸引等を行うことができる介護職員等の養成・確保を進めます。

介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修事業（R6実績）
 ・基本研修 8名、実地研修 17名、指導者養成 22名

障がい福祉課

66
発達障がいや医療的ケアを要する障がい児者などに適切に対応できる人材を育成するた
め、事業所職員への研修を行うほか、医療・福祉・教育の連携を進めます。

〇事業所職員等研修
 重症心身障がい児者、医療的ケア児等に携わる事業所職員へ向けて、事業所運営に関する研修を行った。

子ども発達支援課

67

医療的ケアを要する障がい児者支援のための地域づくりを推進するため、各分野にまたが
る支援を調整し、総合的かつ包括的な支援の提供につなげるとともに、地域課題の整理・
問題提起や地域資源の開発を行う等、医療的ケアを要する障がい児者の支援に関して多岐
にわたる役割を担う「医療的ケア児等コーディネーター」を養成します。また、県地域自
立支援協議会の専門部会において、人材育成や養成研修に関する検討を行います。

医療的ケア児等の支援を総合的に調整する人材を養成するための養成研修を実施し、新たに２５名の医療的ケア児等コーディネー
ターを養成した。また、県地域自立支援協議会（医療的ケアを要する障がい児者支援体制部会）を2回開催し、圏域ごとの取組共有や
災害対策について出席者から意⾒聴取を実施した。

子ども発達支援課

（７）福祉用具の普及及び身体障害者の補助犬の養成
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

68
補装具等の福祉用具に関する情報提供を適宜行い、その普及を促進するとともに、市町村
職員へ必要な情報提供を行い、日常生活用具の給付に係る市町村間の格差解消を図りま
す。

補装具費の支給事務に関する通知等について、適宜、市町村等関係機関に通知し、情報提供を行いました。 障がい福祉課

社会福祉士、介護福祉士等の福祉専門職に関する奨学金制度を実施します。また、障がい
の特性を理解した支援員を養成します。

60

障害福祉サービス等を継続的に提供できる支援体制を維持するため、県内外に向けた障害
児通所支援事業等のＰＲや仕事体験ツアーの実施及び福祉人材センター等における社会福
祉事業従事者等への就業援助、研修等を行い、福祉人材を確保します。

64



69
身体障害者補助犬法に基づき、身体障害者補助犬（盲導犬等）の育成支援を行い、また、
身体障害者補助犬の受入れに関する普及啓発を行います。

地域生活支援促進事業（身体障害者補助犬育成促進事業）のうち、「補助犬育成事業」において、予防接種に係る費用を助成した。
また、新たに１名の方に盲導犬を貸与した。

障がい福祉課

２．保健・医療
（１）保健・医療の充実等

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

障がい者が地域で暮らしていくための関係機関のネットワークの一つとして各圏域等に自立支援協議会が設置されている。
＜設置箇所＞  ○東部圏域：鳥取市、東部４町（４町が共同設置）、 ○中部圏域：倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町、 ○
⻄部圏域：⻄部（９市町が共同設置）、米子市･日吉津村（１市１村が共同設置）
 また、各市町村では、障がい者が地域で生活していくための居住支援機能（相談、緊急時受入、体験の機会・場、専門的人材確
保、地域の体制づくり）を備えた地域生活支援拠点を整備し、地域全体で障がい者の生活を支えるサービス提供体制を構築している
ところであり、今後はこの拠点を基点とした具体的なネットワーク、体制づくりについて働きかけていく。○全１９市町村で設置済
み（圏域設置含む）（令和７年３月末現在））

障がい福祉課

○NICUからの地域生活移行支援事業
 NICU等で治療が終了し、自宅移行に向けた児童及びその家族について訪問看護ステーションを活用し、支援を行った。（２事業
所）
○医療的ケア児等の地域生活支援を担う看護職員等養成研修事業
 令和２年４月にオープンした東部拠点施設「ナーシングデイこすもす」の職員が中心となって講師を務め、主に東部地区で勤務す
る看護師・相談支援専門員らに対して研修を実施。医療的ケアを必要としながら在宅で生活している子どもとその家族の生活を支え
るために必要な知識と技術の向上を図り、支援レベルの底上げを行った。全７回の研修に延べ１３７名が参加。

子ども発達支援課

71
在宅医療においては、医療機関同士の連携、更に医療・介護等の多職種連携が不可欠とさ
れるため、在宅医療連携拠点の確立と在宅医療を支える医療体制を推進します。

在宅医療・介護の連携体制の構築等に取り組む各地区医師会の在宅医療連携拠点の活動を支援し、医療提供体制の確保に寄与した。
在宅医療の提供体制の充実を図るため、訪問看護ステーションの機能強化やサテライト設置、訪問看護師等の医療従事者の養成に対
する支援を行った。

医療政策課

72
障がい者が身近な地域で必要な医療やリハビリテーションを受けられるよう、地域医療体
制等の充実を図ります。その際、特に、高齢化等による障がいの重度化・重複化の予防及
びその対応に留意します。

○在宅医療の充実を図るため、医療機関等における訪問診療、訪問看護、リハビリテーション等に必要な設備整備を支援した。 ○地
域において、医師、看護師、リハビリ職種、介護職種などの多職種連携を強化するため、多職種間による意⾒交換、研修会等に対し
て支援した。

医療政策課

在宅で生活する障がい児者が増加していることから、病院・診療所、訪問看護ステーショ
ン、相談支援事業所及び障害福祉サービス事業所、行政機関等とのネットワークづくりを
進めます。

70



○重度障がい児者支援事業
 ・重度障がい児者日中支援事業：33,930千円の補助（市町村間接補助）
 ・鳥取県型「（要医ケア障がい者支援特化型）生活介護事業所」運営支援事業：10事業所（５市町）13,294千円の補助（市町村間接
補助）
 ・夜間生活支援員配置事業：２事業所 5,948千円の補助（市町村間接補助）
 ・在宅重度障がい児者等支援体制強化事業：５市町 2,206千円の補助（市町村間接補助）
 ・医療的ケアを要する重度障がい者の地域生活推進事業（GH]）：１事業所（４市町村） 6,329千円の補助（市町村間接補助）
 ・重度障がい児者利用施設基盤整備事業 ：１事業所（GH１）3,008千円の補助
○鳥取県社会福祉施設等施設整備費補助金（令和６年度交付決定分）
 ・多機能施設（共同生活援助、就労継続支援A型・B型、生活介護） １件 156,401千円の補助（新設）

障がい福祉課

○重度障がい児者医療型ショートステイ整備等事業
 医療的ケアの必要な重度障がい児者の地域生活を支援するため、県内の医療機関が実施する医療型ショートステイの確保を図ると
ともに、通常の障害福祉サービスの報酬に加え、県が独自に受入費用を助成する等、当該医療機関における支援の充実を図った。
（補助実績：7医療機関） また、診療所の宿泊受入に係る夜間対応及び人員配置に対して、看護師の夜間勤務人件費相当額の加算を
行い、ショートステイ利用の促進を図った。 その他、通常の障害福祉サービスにはないヘルパー等による付添費用を県が独自に助成
することで、利用者や保護者等がより安心してサービスを利用できる受入体制の充実を図った。
○訪問型レスパイト支援モデル事業
 医療的ケアの必要な障がい児者（県内に在住する総合療育センター利用者に限る）のレスパイトの多様化に対応するため、訪問看
護ステーションの看護師が自宅等を訪問し、家族に代わって医療的ケアを伴う⾒守りを実施することで、総合療育センターのショー
トステイ利用の集中化の緩和を図った。（補助実績：５回・9時間）
○医療型ショートステイ利用促進モデル事業補助金
 ⻄部圏域周辺の医療機関である国立病院機構松江医療センターへのショートステイ利用の促進を図る（松江までの交通費を助成）
ことにより、総合療育センターのショートステイ利用者の集中化の緩和を図るものだが、令和６年度は利用実績なし。
○医療的ケア児等の地域生活支援を担う看護職員等養成研修事業
 令和２年４月にオープンした東部拠点施設「ナーシングデイこすもす」の職員が中心となって講師を務め、主に東部地区で勤務す
る看護師・相談支援専門員らに対して研修を実施。医療的ケアを必要としながら在宅で生活している子どもとその家族の生活を支え
るために必要な知識と技術の向上を図り、支援レベルの底上げを行った。全７回の研修に延べ137名が参加。

子ども発達支援課

74

医療行為が常時必要な障がい児者の地域生活を支え、より身近な地域で医療サービスが受
けられるようにするため、地域の医療機関と連携して地域での医療体制の充実を図りま
す。併せて、難病者や障がい者等に対応できる医療人材（医師及び看護師等）を養成する
とともに、地域生活を支える訪問診療所や訪問看護事業所の拡充に努めます。

○医療的ケア児等の地域生活支援を担う看護職員等養成研修事業
 令和２年４月にオープンした東部拠点施設「ナーシングデイこすもす」の職員が中心となって講師を務め、主に東部地区で勤務す
る看護師・相談支援専門員らに対して研修を実施。医療的ケアを必要としながら在宅で生活している子どもとその家族の生活を支え
るために必要な知識と技術の向上を図り、支援レベルの底上げを行った。全７回の研修に延べ137名が参加。

子ども発達支援課

75

医療的ケアを要する障がい児等の在宅生活への移行を支援するため、総合療育センター、
鳥取療育園、中部療育園等において、急性期病院入院中からの連携や、退院後の訓練やリ
ハビリテーション等を行います。また、障がい児者に対するリハビリテーションを行う事
業所に対する支援を行います。

○総合療育センター、鳥取療育園、中部療育園等において、在宅復帰に向けた訓練やリハビリテーション等を実施。
○障がい児等地域療育支援事業（施設支援一般指導事業）として、療育機関のリハビリ専門職 等を各事業所に派遣し、障がい児者の
支援に携わる職員への助言指導を行った。

子ども発達支援課

76
鳥取県⻭科医師会と連携し、障がい者の⻭科診療等を身近な場所で実施できるよう人材養
成に努めます。

○障がい者等⻭科医療技術者養成事業
 ・（第１回）⻭科医師5名、⻭科衛生士７名を対象に臨床実習を実施した。・（第２回）⻭科医師・⻭科衛生士・言語聴覚士学生63
名を対象に講演会を実施した。

障がい福祉課

障がいのある方の障がいの軽減・除去や機能回復のための医療費助成制度として自立支援医療制度があり、制度の運用及び周知に努
めた。

障がい福祉課

地域の医療機関と連携し、日常生活に著しい支障がある在宅難病患者に対し、訪問相談等を行ったほか、在宅のおける適切な医療を
確保するために必要な訪問看護を提供した。

健康政策課

78
発達障がいの診療体制について、早期の支援につなげるために、専門医の確保に加えて、
地域の小児科医等が専門医と役割分担を行い、身近な地域でも発達障がいの診療を可能と
する体制づくりを進めます。

○子どもの心の診療ネットワーク整備事業
 地域の小児科における発達障がい診療の現状や今後の意向を把握し、地域での診療連携体制 の検討を行なった。
〇発達障がい診療協力医研修
 発達障がい診療に興味のある小児科医へ当研修の受講を勧めてもらうよう専門医へ協力依頼を実施。併せて、発達障がい診療連携
検討会（東部）で事業紹介を実施。  Ｒ６年度は1名の協力医が当研修を受講した。

子ども発達支援課

医療的ケアを要する障がい児者等の在宅生活を支援するため、医療型短期入所の確保や、
重度障がい者を受け入れ医療的なケアを施す生活介護事業所などの障害福祉サービス事業
所への支援を行います。

73

人工透析を要する腎不全、精神疾患、難治性疾患など障がいに対する継続的な医療が必要
な障がい者に対しては、身近な医療機関等における医療の提供、医学的相談体制の整備
等、適切な保健・医療サービス提供の充実に努めるとともに、通院にあたっては、市町村
とともに既存の支援制度の活用を図ります。

77



（２）精神保健・医療の提供等
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

79
精神保健福祉センターの研修会等の開催を通して、精神疾患に関する正しい知識の普及を
図るとともに、精神保健福祉相談等により精神疾患の予防や早期発⾒・早期治療を促進し
ます。

○精神障がい者地域移行・地域定着支援事業
 精神障がい者地域移行・地域定着支援関係者研修会等で、精神疾患に関する正しい知識の普及を実施した。
○地域生活支援事業（障がい者社会参加促進事業）
 精神保健福祉普及啓発事業において、「睡眠障害の理解と対応」をテーマに「心の健康フォーラム」を開催した。 （YouTubeによ
るオンデマンド配信）視聴申込件数 284件

障がい福祉課

80
精神保健福祉センター及び保健所において、精神科医及び保健師等による相談等を実施
し、在宅の精神障がい者を支援します。

保健所並びに精神保健福祉センターにおいて、相談（面談、電話）、家庭訪問を実施した。
 ・面接相談：3,481件 ・電話相談：4,967件 ・家庭訪問：638件 ※保健所並びに精神保健福祉センターの合計数
  ※Ｈ30より東部圏域は東部福祉保健事務所から鳥取市保健所へ変更

障がい福祉課

81
国の指針を踏まえ、精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指して、各
圏域に、保健、医療、福祉関係者による協議の場を設置し、必要な取組について検討を進
めます。

○精神障がい者地域移行・地域定着支援事業
 地域移行推進会議（代表者会議）、地域移行連絡会（実務者会議）等を開催し、保健・医療・福祉の関係者と精神障がい者の地域
移行に向けた課題を共有し、方向性を確認しながら連携して取組を進めることができた。

障がい福祉課

82
県⺠等に対する正しい知識の普及を図るとともに、偏⾒・差別や過剰な不安を除去する教
育・啓発の取組を推進します。

○地域生活支援事業（障がい者社会参加促進事業
 精神保健福祉普及啓発事業において、「睡眠障害の理解と対応」をテーマに「心の健康フォーラム」を開催した。 （YouTubeによ
るオンデマンド配信）視聴申込件数 284件
○鳥取県精神障害者家族会連合会支援事業
 精神障害者家族会連合会が実施する研修会、交流会や精神障がい者に対する正しい理解・知識の普及啓発事業等の取組を支援し
た。・鳥取県家連心のけんこう研修会 参加者73名 討論会、 ・内部勉強会 参加者延べ39名 意⾒交換、 ・心の学習会 参加者
数40名 体験発表、・精神障がい者家族相談研修会 年間３回実施 参加者数：各12名、・精神障がい者家族相談ダイヤル 毎月第
１・３木曜日に実施（相談件数20件）、・啓発リーフレット等の配布（鳥取県家連50周年記念誌発行）
○アルコール健康障害・薬物依存症対策事業
 お酒やギャンブルへの依存症は、心身の健康障害や事件・事故などの重大な社会問題を引き起こす可能性があることを説明。ま
た、依存症は適切な治療や支援によって回復が可能な「病気」であり、周囲の理解とつながりが重要であることを伝えた。・ ・実
施内容：著名人（山口達也）による依存症にまつわる特別トークショーや有識者による講演、当事者及び家族の体験談発表、ディス
カッション・Q&A、 ・視聴回数 来場者：３00名
○アルコール・薬物等依存症支援対策事業
「鳥取アディクション連絡会（県内の依存症に関する複数の自助グループで組織する団体）」が実 施する、県⺠に対する依存症へ
の普及啓発フォーラム等について補助を行い、開催を支援した。
 ・アディクションを語る集い2024 参加者数 110名、・アディクションフォーラムin鳥取 参加者数 130名

障がい福祉課

83
高次脳機能障がい者の支援拠点機関において、専門的な相談支援、普及啓発、研修会等を
行います。また、市町村や相談支援事業所に対する研修会を開催するなど、高次脳機能障
がい者の支援体制の充実を図ります。

○地域生活支援事業（高次脳機能障がい支援普及事業）
 高次脳機能障がい者支援拠点機関（医療法人十字会野島病院）に相談支援コーディネーターを配置し、相談対応、研修会開催、関
係機関との連携を図り、高次脳機能障がいの支援体制の充実を図っている。
 ・相談支援コーディネーター１名（精神保健福祉士） 、・R6相談件数195件
○高次脳機能障がい支援研修会 ２回開催 参加者延べ148名
 ※H28年度から、拠点は鳥取大学医学部附属病院から医療法人十字会野島病院に移転

障がい福祉課

84
精神科医や精神科医療に関わる専門職員の資質の向上を図るため、精神保健指定医研修会
等を開催するとともに、関係団体へ各種研修会の積極的な開催について働きかけます。

○アルコール健康障害・依存症対策事業
 鳥取県アルコール健康障害対策推進計画に基づき、県内各地区医師会に委託し、「かかりつけ医等依存症対応力向上研修」を実施
した。参加者数計125名（東部53名、中部28名、⻄部44名）

障がい福祉課

85
自死を防ぐため、自死予防の県⺠運動の推進、自死予防の普及啓発、相談窓口の整備、か
かりつけ医と精神科医の連携、自死遺族へのケア等総合的な対策を講じます。

〇自死予防に関する各種普及啓発物の配布を行った。
〇若年者の自死対策に係る相談体制の構築を目的に、SNSを活用した相談事業を実施した。
〇かかりつけ医と精神科医とのネットワーク構築を目的とした連携会議を実施した。
〇自死遺族支援団体に対して、分かち合いの場の設置を支援した。

健康政策課



87

入院中の精神障がい者の早期退院（入院期間の短縮）を進めつつ、精神障がい者の地域生
活を支えるため、ピアサポーターによる支援や住居確保に向けた支援等を行うとともに、
全県的に多職種・多機関連携体制の構築を推進します。また、精神障がい者の支援に携わ
る者の対応力向上を図り、相談支援業務を行う者や医療従事者（訪問看護に従事する者を
含む）等を対象とした研修や意⾒交換を実施します。

〇精神障がい者地域移行・地域定着支援事業（精神障がい者の地域移行に向けた多職種・多機関連携推進事業）
 東部・中部・⻄部の各圏域において、基幹的な役割を果たす精神科医療機関を中心とした多職種・多機関連携による支援体制を構
築するとともに、入院中の精神障がい者に対して必要な支援を行った。

障がい福祉課

88
精神障害者家族会連合会が実施する研修会など、当事者・家族等が実施する精神保健福祉
施策の取組を推進します。

〇鳥取県精神障害者家族会連合会支援事業
 精神障害者家族会連合会が実施する研修会、交流会や精神障がい者に対する正しい理解・知識の普及啓発事業等の取組を支援し
た。
 ・鳥取県家連心のけんこう研修会 参加者73名 討論会、・内部勉強会 参加者延べ39名 意⾒交換
 ・心の学習会 参加者数40名 体験発表、・精神障がい者家族相談研修会 年間３回実施。 参加者数 各12名
 ・精神障がい者家族相談ダイヤル 毎月第１・３木曜日に実施（相談件数20件）
 ・啓発リーフレット等の配布（鳥取県家連50周年記念誌発行）

障がい福祉課

89
市町村、保健所等が中心となり、心の健康づくりのための相談事業や健康教育を実施しま
す。

心の健康相談やゲートキーパー（自死のサインに気づき、専門相談機関へつなぐ役割が期待される人材）の養成等を行った。 健康政策課

90
鳥取県薬物の濫用の防⽌に関する条例に基づき、危険ドラッグの製造・販売・所持・使用
等の防⽌を図ります。

〇薬物対策専門員（１名）を配置、薬物乱用防⽌指導員（１７６名）を委嘱し、注意喚起・講演等の啓発活動を行った。
〇知事指定薬物として、１５物質を指定した。
〇中学、高校における薬物乱用防⽌教室の実施、啓発資材の作成（リーフレットなど）、薬物乱用防⽌講演会の開催、指導員による
地域活動等を活用したミニ講演会等を県内１１３か所で行なった。

医療・保険課

91

アルコール健康障害・薬物依存症・ギャンブル等依存症について、精神科医等による定例
相談会の開催、家族教室の開催、ピアカウンセリング等を実施するとともに、市町村、相
談支援事業所等を対象とする研修会を開催するなど、依存症対策の効果的な実施を進めま
す。

〇アルコール・薬物等依存症支援対策事業
 鳥取市保健所、倉吉保健所及び米子保健所において、精神科医等による専門相談会及び家族教室を開催した。 (参加人数：定例相談
会計 32名、家族教室計 44名）

障がい福祉課

〇精神科救急医療体制整備事業
 精神科救急医療体制整備事業により、各圏域で、３６５日２４時間対応できるよう休日・夜間に係る精神科救急医療体制の整備を
行っている。 ※県内７病院を精神科救急医療施設として指定。
〇精神保健福祉に関する事業
 精神医療審査会において、入院患者の人権保護の観点から適正に審査を実施した。また、推定される入院期間の確認を徹底し、１
年以上とされている者については、その具体的な理由等を医療機関に照会した。
〇精神保健福祉に関する事業
 警察や矯正施設等からの通報に対し、適切な医療機関につなぐとともに、入院後も医療機関と連携を図りながら早期退院に繋がる
よう努めた。
 ・令和５年度年度措置入院患者数について
   令和５年度末入院患者数（R6.2）→ 1名 、令和６年度新規措置入院患者数（R6.3〜R7.2）→ 15名
   令和６年度措置入院解除者数（R6.3〜R7.2）→ 12名 、令和６年度末措置入院者数（R7.2） → 4名
〇精神保健福祉に関する事業
 措置入院解除後、措置入院者が地域で安心して生活を送ることができる支援体制を構築するため、H29年度より「鳥取県措置入院
解除後の支援体制に係るマニュアル」に基づき措置入院者に対して「退院後支援計画」を作成し、退院後の支援を実施した。
〇精神障がい者地域移行・地域定着支援事業
 地域移行推進会議（代表者会議）、地域移行連絡会（実務者会議）等を開催し、保健・医療・福祉の関係者と精神障がい者の地域
移行に向けた課題を共有し、方向性を確認しながら連携して取組を進めることができた。
 ・精神保健福祉センターにおいて、退院支援に従事する職員を対象とした地域移行に係る研修会を開催した。（参加者数延べ57
名）
 ・地域支援者（市町村、相談支援事業所等）による病院訪問を通じて入院中の精神障がい者の退院を促進した。
 ・地域移行・地域定着を支援するピアサポーターの養成研修を実施した。
 ・基幹的な役割を果たす精神科医療機関を中心とした多職種・多機関連携による支援体制を構築するとともに、入院中の精神障が
い者に対して必要な支援を行った。

精神障がい者への医療の提供・支援を可能な限り地域において行うとともに、入院中の精
神障がい者の早期退院（入院期間の短縮）を進め、以下の取組を通じて、精神障がい者が
地域で生活できる体制を整備します。 ・休日、夜間等における精神疾患の急激な発症や精
神症状の悪化等に対応できるように、精神科救急医療体制の整備を行います。・非自発的
入院である措置入院や医療保護入院患者の人権の確保のため、精神医療審査会の機能の充
実を図ります。・精神医療審査会において医療保護入院患者の医療の適正化に努め、精神
疾患で入院する患者の１年以内での退院を促進します。・措置入院した精神障がい者につ
いて、「鳥取県措置入院解除後の支援体制に係るマニュアル」に基づき、措置入院解除
後、地域で安心して生活を送れるよう支援体制の構築を図り、地域における関係機関等と
連携した対応を行います 。・警察や矯正施設等から自傷他害の恐れのある者として通報さ
れた精神障がい者が精神保健指定医により医療が必要と判断された場合、適切な医療につ
なぐとともに、入院後は、医療機関と保健所等が連携を図りながら、早期退院を進めま
す。・精神科病院の専門職員や市町村職員等向けの地域移行に関する研修会を開催すると
ともに、相談支援事業所等との連携を深めます。

86 障がい福祉課



92

アルコール健康障害・薬物依存症・ギャンブル等依存症について正しい知識の普及啓発を
実施し、その予防を進めつつ、薬物依存症リハビリ施設に対する支援を行い、薬物依存症
者の社会復帰の促進を図ります。また、依存症支援拠点機関（県のアルコール健康障害・
薬物依存症・ギャンブル等依存症対策の中心的な役割を果たす機関）等を設置し、支援の
充実を図ります。

〇アルコール・薬物等依存症支援対策事業
 ・「鳥取アディクション連絡会（県内の依存症に関する複数の自助グループで組織する団体）」が実施する、県⺠に対する依存症
への普及啓発フォーラム等について補助を行い、開催を支援した。
 アディクションを語る集い2024 参加者 110名  ○アディクションフォーラムin鳥取 参加者数 130名
 ・薬物依存症リハビリ施設（鳥取ダルク）に対し、その活動に要する運営費の一部を助成し、薬物依存症者社会復帰の促進を図っ
た。

障がい福祉課

93

鳥取県アルコール健康障害・依存症対策推進計画に基づき、アルコール健康障害、薬物依
存症及びギャンブル等依存症に関する予防・相談から治療・回復に至るまでの切れ目のな
い支援体制の構築を図るとともに、発生・進行・再発の各段階に応じた対策を実施しま
す。

〇アルコール健康障害・依存症対策事業
・県⺠に対し、アルコール健康障害について正しい知識の普及啓発のため、「アルコール健康障害とギャンブル等依存症を考える
フォーラム」を開催した。
・アルコール健康障害支援拠点機関（社会医療法人明和会医療福祉センター渡辺病院）に相談支援コーディネーターを配置し、相談
対応、研修会等の開催、医療機関等との連携により、アルコール健康障害支援体制の構築を図った。 相談件数：147件、出前相談及
び研修会を計20回開催
・鳥取県アルコール健康障害対策推進計画に基づき、県内各地区医師会に委託し、「かかりつけ医等依存症（アルコール等）対応力
向上研修」を実施した。 ○参加者数計125名（東部53名、中部28名、⻄部44名）

障がい福祉課

（３）人材の育成・確保
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

94
看護師等の学校・養成所の教育の充実に向け、看護教員・実習指導者の養成、教員研修等
教育の充実を図り、資質の向上に努めます。

〇看護教育の質の向上のため、看護教員養成に係る経費を助成した。
〇また、看護基礎教育の質の向上のため、実習指導者養成に係る経費を助成した。

医療政策課

95
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等の医学的リハビリテーションに従事する者につい
て、専門的な技術及び知識を有する人材の確保と資質の向上を図ります。

〇リハビリスタッフの県内就業を図ることを目的とした「理学療法士等修学資金」を理学療法士等養成施設の就学生193名（うちR6
年度新規60名）に貸し付けを行い、人材の確保につなげた。 理学療法士等修学資金貸与者で令和６年３月に養成施設を卒業した者の
うち66.7%（前年度80.0%）が県内に就業した。
〇鳥取県リハビリテーション専門職連絡協議会が実施する「訪問リハビリテーション実務者研修会・在宅リハ研修会（R7.3）」に対
して支援し、地域リハビリテーションに必要な多職種との協働の在り方について研修を行い、県内で従事している理学療法士、作業
療法士、言語聴覚士等の資質向上に寄与した。

医療政策課

96
うつ病等の精神疾患の早期発⾒・治療・支援等につなげるため、かかりつけ医や医療従事
者に対する研修を実施します。

〇県内の医療従事者（かかりつけ医、看護師等）や行政機関に勤務する保健師等を対象に、うつ病への理解の促進や資質向上のため
の以下の研修を実施  ・かかりつけ医うつ病対応力向上研修、 ・精神医療関係者等研修
〇上記研修の効果的な内容や方針の検討を行う「かかりつけ医と精神科医との連携会議」を開催

健康政策課

97
地域において健康相談等を行う福祉保健局等・市町村の担当職員の資質の向上を図るとと
もに、地域の保健・医療・福祉事業従事者間の連携を図ります。

〇保健師現任教育を充実するため、教育を推進する者（統括保健師、教育担当者、初任者保健師教育サポーター等）の配置を推進
し、県（各保健所）及び全市町村に配置された。
〇それぞれの保健師自身が成⻑し続けるため、また指導者の手引きともなる保健師現任教育ガイドラインに沿って階層別研修、圏域
別研修を実施した。
〇現任教育を推進する者の配置を継続するとともに、配置された者がそれぞれの役割を認識し所属内で機能を発揮できるように研修
会や圏域における現任教育会議等で働きかける。
〇各保健師の資質向上に向けた研修を継続実施する。

医療政策課

（４）難病に関する施策の推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

冊子「より良い暮らしのために」に必要な支援に関する情報を掲載し、公共機関、銀行、病院等に配架して、積極的に情報発信を
行った。

障がい福祉課

難病相談・支援センター（鳥取大学医学部附属病院及び独立行政法人国立病院機構鳥取医療センター）等で相談があった場合は積極
的に周知を実施した。

健康政策課

99
難病相談・支援センター（鳥取大学医学部附属病院及び国立病院機構鳥取医療センター）
において、難病患者からの各種相談に応じるとともに、県内の人工呼吸器等装着患者宅へ
の定期的な訪問や、電話等での現況確認等で継続的な支援を行います。

○鳥取大学医学部附属病院及び国立病院機構鳥取医療センターに難病相談・支援センターを設置し、難病患者からの各種相談事業を
実施した。
○鳥取大学医学部附属病院に難病医療連絡協議会を設置し、重症難病患者の療養先の確保や災害時における在宅重症神経難病患者の
支援体制の整備を行った。

健康政策課

98
障害者総合支援法の施行に伴い、障がい者の範囲に難病患者が追加され、障害福祉サービ
スが利用できるようになったことについて周知・広報に努めます。



100
小児期から成人期への円滑な支援の移行を図るため、難病相談・支援センターと小児慢性
特定疾病児童等支援相談窓口（一般社団法人つなぐプロジェクト）との連携を推進しま
す。

令和６年度も一般社団法人つなぐプロジェクトに委託し、小児慢性特定疾病児童等自立支援相談窓口を設置した。今後も、自立支援
相談窓口の体制整備及び連携強化を進めていく。

家庭支援課

100
小児期から成人期への円滑な支援の移行を図るため、難病相談・支援センターと小児慢性
特定疾病児童等支援相談窓口（一般社団法人つなぐプロジェクト）との連携を推進しま
す。

鳥取大学医学部附属病院に設置している、難病相談・支援センター米子と小児慢性特定疾病児童等支援相談窓口において、連携しな
がら業務を進めた。

健康政策課

101
難病患者の交流推進と最新の難病支援に関する情報提供を目的とする家族の集いの開催や
患者団体の支援を行います。

難病フォーラムを開催し、難病患者の交流推進と難病支援に関する情報提供を行った。 健康政策課

102
難病の特性や患者・家族の状況について、社会全体の理解を深めるとともに、難病患者の
医療費の負担軽減を図るため、難病患者医療法に基づく医療費助成を適切に運用します。

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、難病患者等の医療費の一部を公費で負担した。また、指定難病にり患しているこ
とを証明する「登録者証」を発行する制度を創設し運用開始した。

健康政策課

（５）障がいの原因となる疾病等の予防・治療
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

103
妊産婦健診、乳幼児及び児童に対する健康診査、保健指導の適切な実施、周産期医療・小
児医療体制の充実等を図るとともに、これらの機会の活用により、疾病・障がい等の早期
発⾒及び治療、早期療養を図ります。

○妊産婦健診、乳幼児健康診断（1歳6ヶ月、3歳、5歳）（市町村事業）
 ・保健師による相談指導、・福祉保健専門機関・医療機関等との連携
〇先天性代謝異常等検査（県委託事業）
 ・各医療機関が保護者の同意を得た上で生後４〜７日の新生児の⾎液を採取、・検査対象疾患：24疾患（クレチン症、甲状腺機能
低下症等）
〇拡大マススクリーニング検査（県委託事業）
 ・検査法・治療技術の進歩によって、早期発⾒、早期治療を行うことで症状の改善が⾒込まれるようになったいくつかの疾患（９
疾患）について、鳥取大学医学部附属病院においてモデル的に検査を実施するとともに、次年度の全県実施に向けた体制整備の検討
を行った。
〇新生児聴覚検査                                               ・出
生医療機関入院中に初回検査を実施

家庭支援課

104

糖尿病等の生活習慣病を予防するとともに、合併症の発症や症状の進展等を予防するた
め、栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙及び⻭・口腔の健康に関する生活
習慣の改善による健康の増進、医療連携体制の推進、健康診査・保健指導の実施等に取り
組みます。

○県⺠一人ひとりが自らの健康づくりを進めるとともに、地域や職域など社会全体で健康づくりを推進した
○本県の死亡原因第１位であるがん対策を中心に、生活習慣病の予防、早期発⾒・早期治療を進めるとともに、医療提供体制の一層
の充実を推進した。

健康政策課

105
障がいの原因となる外傷等に対する適切な治療を行うため、救急医療、急性期医療等の提
供体制の充実及び関係機関の連携を促進します。

○平成30年度に開設したおとなの救急ダイヤルを引き続き運用し、医療機関の適切な受診に貢献している。
○鳥取県ドクターヘリを運航し、救急医療への医師の早期介入に貢献している。
○平成28年度に策定した「鳥取県地域医療構想」に基づき、高度急性期医療から在宅医療等に至るまで医療連携体制の構築を進め
る。

医療政策課

３．安全・安心
（１）防災対策の推進・感染症等への備え

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

106
地域住⺠が主体となった支え愛マップの作成を通じ、障がい者等の要支援者に対する災害
時の避難体制等の構築や平常時の⾒守り体制づくり等を行うことにより、地域住⺠誰もが
安心・安全に暮らすための取組を支援します。

○支え愛マップづくりの取組実績
  取組自治会数：２８地区（年度末計 １００４地区）[目標数９８７地区（Ｒ７年度末）]

消防防災課

事業所、施設の設置運営基準を規定した県条例で非常災害対策計画の策定、訓練の実施を義務付けしている。  県内全域で共通に確
認する項目として「非常災害対策について」を規定し策定状況の確認を行った。 今後も、集団指導、運営指導等により、非常災害対
策計画の策定、訓練の実施の推進を図る。

障がい福祉課

災害による被災後も早期に診療機能が回復できるよう、医療機関に対する業務継続計画（ＢＣＰ）の策定支援のための働きかけを継
続。

医療政策課

108
障がい者の災害時対応に関し、避難体制、避難所運営や障がいの特性に応じた情報伝達の
あり方等について、災害時の市町村等対応マニュアル等を適宜修正するとともに、その周
知に努めます。

避難所や福祉避難所の運営に関して、障がいを持つ方への配慮事項等を記載したマニュアルや指針をを作成しており、市町村と共有
するとともに、県のWEBサイトで公表している。

危機管理政策課

災害発生後にも継続して福祉・医療サービスを提供することができるよう、障害者支援施
設・医療機関等における災害対策を推進するとともに、地域内外の他の社会福祉施設・医
療機関等との広域的なネットワークの形成に努めます。

107



109
県内の防災情報等をメール配信する「あんしんトリピーメール」や「あんしんトリピーな
び」について、文章をわかりやすく、伝わりやすい表記となるよう努めます。

メールに背景色（緊急度による３色表示）を付けて配信している。今後も配信文を簡潔かつわかりやすい文章にするよう努める。 危機対策・情報課

110
火事や救急時の消防本部への通報において、ファックスや多様な通信手段による通報の取
組を進めます。

県内の各消防局においては、スマートフォン画面をタップする等により即時に消防に通報できるＮｅｔ１１９緊急通報システム、
FAX１１９を導入済みである。

消防防災課

○避難所公立学校体育館の環境整備補助事業
 公立学校体育館のトイレの洋式化又は多目的化、ＷｉＦｉ環境の整備に係る市町村への補助
 ＜R６年度実績＞
 ・岩美町ＷｉＦｉ整備20,570円（岩美北小、岩美⻄小、岩美南小）、・倉吉市トイレのバリアフリー化及び洋式化282,095円（13小
中学校）、・八頭町トイレの洋式化及び多目的トイレの設置166,666円（5小中学校）、・大山町多目的トイレの設置88,091円（大山
⻄小、大山小）
○県立学校老朽トイレ洋式化整備事業
 県立特別支援学校のトイレについて年次計画的に洋式化等を行う。
 ＜R６年度実績＞104,458,200円（倉吉養護学校、鳥取盲学校、鳥取聾学校）
○県立高等学校トイレ洋式化加速事業 県立高等学校のトイレについて年次計画的に洋式化等を行う。
 ＜R６年度実績＞79,688,400円（16県立高等学校）

教育環境課

耐震改修が未施工である県有の特定建築物は県立博物館のみで、耐震改修を行うために多額の費用と⻑期の休館が必要となることか
ら改修の必要性について県⺠の理解を得られるよう、幅広く関係者の意⾒を伺いつつ、収蔵品の移転や展示室を運用しながらの改修
方法について慎重に検討を進めていく。 また、一定規模以上で特定建築物未満の耐震性のない施設のうち、県庁舎車庫棟の耐震実施
設計を行い、園芸試験場日南試験地と障がい者体育センターの耐震改修工事を行った。

営繕課

○福祉避難所等で必要となる資機材整備等に対して、市町村を支援した（鳥取県防災・危機管理対策交付金）
○災害関連死を防⽌するため、避難所で使用する簡易ベッド等の資機材整備を実施した。

危機管理政策課

○避難所公立学校体育館の環境整備補助事業
 公立学校体育館のトイレの洋式化又は多目的化、ＷｉＦｉ環境の整備に係る市町村への補助
 ＜R６年度実績＞
 ・岩美町ＷｉＦｉ整備20,570円（岩美北小、岩美⻄小、岩美南小）、 ・倉吉市トイレのバリアフリー化及び洋式化282,095円（13
小中学校） ・八頭町トイレの洋式化及び多目的トイレの設置166,666円（5小中学校） ・大山町多目的トイレの設置88,091円（大山⻄
小、大山小）

教育環境課

113
法令上スプリンクラーの設置義務がないグループホームに対しても、その設置費用を補助
することにより、施設の防火対策を強化し、障がい者が安心・安全に暮らすことのできる
環境の整備を促進します。

鳥取県グループホームスプリンクラー設置促進事業  簡易型スプリンクラー設置補助
 令和６年度実績 なし（申請者なし）

障がい福祉課

114
災害発生時、又は災害が発生するおそれがある場合に障がい者に対する適切な避難支援
や、その後の安否確認を行うことができるよう、避難行動要支援者名簿等や個別避難計画
の作成等、市町村の取組の支援に努めます。

避難行動要支援者名簿の作成及び避難行動要支援者の個別避難計画作成について市町村に働きかけたほか、支え愛マップの作成を支
援することにより市町村の取組を支援した。

危機管理政策課

115
避難行動や避難所において配慮や支援が必要な障がい者を受け入れる福祉避難所を設ける
にあたり、平時における対象者の把握、住⺠への周知、施設及び資機材の確保、運営研修
の実施、応援要員の確保体制整備等の支援を市町村に対して行います。

市町村が行う福祉避難所等の運営に係る資機材整備を支援するとともに、市町村職員等を対象にした福祉避難所運営研修を実施し
た。

危機管理政策課

116
県や市町村で実施する防災訓練において、障がい者の参加を促すため、市町村への働きか
けや障害福祉サービス事業所、施設、当事者団体、障がい者支援団体などと連携し、障が
い者などの要支援者に係る災害対策の充実に努めます。

事業所、施設の設置運営基準を規定した県条例で非常災害対策計画の策定、訓練の実施を義務付けしている。  運営指導では、県内
全域で共通に確認する項目として「非常災害対策について」を規定し策定状況の確認を行った。今後も、集団指導、運営指導等によ
り、非常災害対策について、訓練の実施の推進を図り、障がい者などの要支援者に係る災害対策の充実を求めていく。

障がい福祉課

117

入所施設や通所施設などの福祉施設は、災害の際に自力避難が困難となる方が多く利用す
ることから、地域と連携し施設の災害対応力を高めておく必要があります。そのため、福
祉施設において、日頃から避難訓練等を実施するなど福祉施設における避難対策の充実、
強化を図ります。

事業所、施設の設置運営基準を規定した県条例で非常災害対策計画の策定、訓練の実施を義務付けしている。  運営指導では、県内
全域で共通に確認する項目として「非常災害対策について」を規定し策定状況の確認を行った。今後も、集団指導、運営指導等によ
り、非常災害対策について、訓練の実施の推進を図る。

障がい福祉課

118

医療的ケアを必要とする方の避難については、医療機器の搬送、避難所における電源やス
ペースの確保、医療機関との連携など、事前の十分な準備や配慮が必要であることから、
市町村が実施する訓練に対し必要な助言を行うなど、対応力の向上のための支援を行って
いきます。

市町村職員等を対象にした福祉避難所運営研修を実施した。 皆生養護学校に対し、医療的ケアを必要とする児童を含めた避難のあり
方等について、医療機関と連携して助言を行った。

危機管理政策課

119
島根原発の30km 圏内に入る境港市及び米子市の障害者支援施設などについて、原子力災
害に係る避難計画を策定するとともに、避難訓練を実施するなど必要な対策を講じます。

各事業所、施設が県の示した避難計画マニュアルを基に避難計画を策定済み（UPZ内の対象事業所６０の全てが避難計画策定済み）
（R６.12.31時点）

障がい福祉課

避難所のバリアフリー化を推進するとともに、感染症対策等を講じながら避難所において
障がい者が、必要な物資を含め、障がい特性に応じた支援を受けることができるよう、市
町村における必要な体制整備の支援に努めます。

112

公共施設等の耐震化を推進するとともに、避難所としての利用が想定される学校の体育館
を中心にトイレの洋式化・スロープ設置等の整備に取り組みます。また、市町村が管轄す
る学校についても同様の取組が行われるよう、市町村に対する働きかけを行います。

111



120

障害福祉サービス事業所内における感染症のまん延を防⽌するため、飛沫感染や空気感染
の予防に有効なマスクの着用、手洗い、手指消毒、換気等の平時からの基本的な対策の徹
底に加え、居住系サービスについては感染拡大対策の観点からの個室化を推進する等を進
めていきます。

感染症にかかる業務継続計画において、平時からの備え(体制構築・整備、感染症防⽌に向けた取組の実施、備蓄品の確保等)の規程
整備と、従業者に対して計画が周知され、研修等で理解の励行が適切に行われているか、運営指導等で確認及び指導した。

障がい福祉課

121
新型コロナウイルスへの対応の教訓を生かし、今後新たな感染症等が流行した場合におい
ても必要な事業継続が図られるよう、事業所に対し必要な支援を迅速に行うことができる
よう準備を整えます。

感染症にかかる業務継続計画において、初動対応や感染拡大防⽌体制の確立(保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報
共有等)の規程整備と、従業者に対して計画が周知され、研修等で理解の励行が適切に行われているか、運営指導等で確認及び指導し
た。

障がい福祉課

（２）防災対策の推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

122

鳥取県警察で運用している、耳や言葉が不自由な方々からの緊急通報を受け付ける「メー
ル110 番」、「ファックス110 番」、「110 番アプリシステム」について、より使いやす
くする取組を進めるとともに、障がい者団体を通じて障がい者に周知徹底・利用促進を図
るほか、県警ホームページ等を利用した広報活動を実施します。

「メール110番」等について県警ホームページに掲載するとともに、各警察署において広報を行い周知を図った。令和６年８月には、
東部ろうあ協会主催の「110番アプリシステム学習会」に警察官を派遣し、実際に110番アプリシステムによる110番通報を体験して
もらい利用促進を図った。

県警通信指令課

123
障がい及び障がい者に対する理解を深め、警察署及び交番・駐在所に配置している「改訂
版コミュニケーション支援ボード」の活用等、障がい者とのコミュニケーションを支援す
るための取組を推進します。

各署及び各交番・駐在所等の警察施設とパトカーに備付のコミュニケーション支援ボードを令和５年９月改訂版に更新した。また、
各署及び各観光地を管轄する交番・駐在所には、より視認性の高い大型版コミュニケーション支援ボードを設置し、活用を図ってい
る。  また、観光客が多く来訪することが予想される交番・駐在所における外国籍聴覚障がい者とのコミュニケーション用途とし
て、タブレット端末を全警察署に配布し対応していた。  なお、同端末については、令和４年度から、警務部に移管されたことか
ら、代替のポータブル翻訳端末を一部の交番に整備し、活用を図っている。

県警地域課

124
警察と地域の障がい者団体、福祉施設、行政等との積極的な連携を図り、必要な情報が双
方向で伝達される重層的な防犯ネットワークを整備して有効活用することにより、犯罪被
害の防⽌と犯罪被害の早期発⾒に努めます。

障がい者施設と連携して、施設内に不審者が侵入したとの想定による訓練を実施するなど、被害を防⽌するための取組を警察署が中
心となって行った。

県警生活安全企画課

（３） 消費者トラブルの防止及び被害からの救済
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

125
障がい者を含む消費生活上配慮を特に要する者に係る消費者トラブルの未然防⽌や適切な
解決を図るため、消費者教育・啓発の推進、消費者トラブル情報の提供、消費生活相談の
充実に努めます。

障がい者支援団体等（３団体）に対して、障がい者の消費者トラブルの未然防⽌や対処方法を学ぶ啓発講座（講師派遣）を実施し
た。また、高齢者・障がい者の方が被害にあいやすい消費者トラブルの未然防⽌法を学ぶ県⺠向け公開講座を開催した。

消費生活センター

126
障がい者団体や福祉関係団体等と連携し、障がい者等を地域で⾒守るために、消費者安全
法に基づく「消費者安全確保地域協議会」の市町村単位での設置を推進します。

⾒守りネットワークの役割等について学べる講座を開催し、市町村の設置に向けた機運醸成を図った。（令和６年度に琴浦町が設
置）

消費生活センター

127
障がい者等の消費者トラブルについて、研修などにより相談員のスキルアップに努めると
ともに、市町村と連携・協力しながら消費者トラブルの解決に取り組みます。

国⺠生活センターが実施する研修等に参加し、相談員のスキルアップを図ったほか、解決が困難なトラブルついて市町村へ相談対応
の助言等を行った。

消費生活センター

４．情報アクセシビリティの向上・コミュニケーション支援の充実
（１）情報アクセス・コミュニケーション支援の充実

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

128
パソコンボランティアを養成・派遣し、障がい者の情報バリアフリーを推進し、社会参加
の促進を図るほか、情報アクセス向上事業等により、ロービジョンを含む視覚障がい者等
が情報にアクセスしやすい環境を整備します。

○障がい者情報アクセスモデル県推進事業のうち、「視覚障がい者情報アクセス向上事業」においては、視覚的な情報へのアクセス
が困難な視覚障がい者の情報アクセシビリティの向上を図るための機器導入支援を行った。 また、前年度に試験導入したコード化点
字ブロック保守・検証も行い、ICT機器を活用した情報アクセス環境整備を推進した。
○パソコンボランティアを養成・派遣し、障がい者の情報バリアフリーを推進した。コロナ禍の影響により、派遣件数が減となった
が、感染対策の徹底等により、可能な限りニーズに対応できるよう事業実施した（R6パソコンボランティア派遣件数：100件）。
○また、令和４年度からは、「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進に係る法 律」の制定を受け、情報保障に
おけるモデル県となっていく取組を進めるため、「鳥取県障がい者 ICT総合推進事業」を開始し、これまでのパソコンボランティア
に加え、以下の事業を開始した。・障がい者ＩＣＴ相談窓口による相談対応 、・パソコン及びタブレット端末等の貸出し

障がい福祉課



129
ＩＣＴ相談窓口を中心としたＩＣＴ機器の利用等に関する支援体制の充実、電話リレー
サービス、情報支援機器などＩＣＴ機器を活用した情報アクセシビリティの向上を図りま
す。

〇遠隔手話サービスについて、4月から2次元コード使用に移行し、利用方法の簡便化を図った。また、電話リレーサービスの利用に
ついて、対象者だけでなく、市町村等に対しても周知広報を行った。
〇地域生活支援事業（生活訓練事業）のうち、「視覚障がい者生活訓練事業」及び「中途視覚障がい者生活訓練事業」において、視
覚障がいのある方に対してパソコンの操作方法等の講習を実施したほか、読書バリアフリー環境を整備するため、視覚障がい者等向
けICT機器使用研修やマルチメディアデイジー制作人材を養成する研修、当該図書の使用研修等を行った。
○障がい者情報アクセスモデル県推進事業において、新たに「視覚障がい者向け遠隔サポート事業」を実施した。専用のアプリを使
用し、スマートフォンのカメラ機能により映し出された映像をもとに、遠隔地のオペレーターが、視覚障がい者である利用者へ必要
とする視覚情報を音声で伝えるシステムを導入し、視覚障がい者の情報アクセシビリティ向上を図った。

障がい福祉課

130
障がいの特性に合わせた情報支援機器の研究等を行い、意思疎通の困難さを可能な限り解
消するなど、コミュニケーションの促進・情報アクセシビリティの向上を図ります。

遠隔手話サービスや音声文字変換システム、透明ディスプレイの利用促進、情報機器貸出事業、コード化点字ブロックの検証を継続
し、情報アクセシビリティ向上に努めた。

障がい福祉課

131
喉頭摘出者など音声機能障がい者に対して、発声訓練などに係る支援の充実を図るほか、
県⺠に対する障がいの理解促進に努めます。

失語症者の支援が実施できるよう、失語症者向け意思疎通支援者の養成を図るとともに、希望者に対し支援者の派遣を行った。ま
た、音声機能障がい者に対する発声訓練、生活相談を行うなど支援を行った。

障がい福祉課

132
情報やコミュニケーションに関する支援機器に関する情報提供を行い、視聴覚障がい者に
対する利用の支援を行います。

視覚障がい者支援センターでの支援、ICTカフェの開催、ロービジョン相談窓口でのつながるサロンの開催、聴覚障がい者センターで
の支援、ろう者向けICT学習会を通じ、支援機器に関する情報提供を行った。

障がい福祉課

133
教育機関において、障がいのある児童生徒がＩＣＴ機器を効果的に活用し、学びの質を高
め、主体的に学習に取り組むための環境整備の充実を図ります。

各県立特別支援学校において、幼児児童生徒学力向上や学びに対する意欲を引き出す学習の推進をめざし、ICTを活用した学びの実践
事業を展開し、授業実践を積み重ね、有識者からのアドバイスを受けたりした。また、各特別支援学校にICT支援員を合計１５９回派
遣した。

特別支援教育課

（２）情報提供の充実等
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

134
読書バリアフリー法の趣旨に基づいて、点字や音声などによるアクセシブルな書籍等、資
料の充実を図るほか、外出が困難な状況でも在宅等で読書を楽しめるようサピエ図書館等
インターネットを利用したサービスを利用できる環境整備を進めます。

視覚障がい者等向けICT機器使用研修やマルチメディアデイジー使用研修・体験会を実施するとともに、マルチメディアデイジー図書
の制作、制作する人材の養成等を行った。また、サピエ図書館等インターネットを利用したサービスの普及啓発を行い、認知度を高
め、利用者の増加を図った。

障がい福祉課

135
ロービジョンを含む視覚障がい者等に必要な情報が円滑に届けられるよう、文字サイズを
拡大した資料や点字化・音声化並びに代読・代筆サービスの拡大を進めます。

視覚障がい者等の情報アクセスを支援する点字図書館が円滑な運営を行えるよう、鳥取県点字図書館運営費補助金を交付した。 ま
た、視覚障がい者情報支援事業のうち、「点字・声の広報等発行事業」において、各種広報物の点字版・録音版を作成・配付した。

障がい福祉課

136

老朽化して仮移転中の点字図書館・盲人ホームの在り方を検討します。また、視覚障がい
者支援センター等の設置により、点字図書館の機能強化を行い、視覚障がい者やその家族
の状況・ニーズ、ロービジョン・中途障がいなどの障がいの状況等に合せて、情報アクセ
ス支援等を行います。

点字図書館の機能強化のため、令和３年度に情報支援員を１名増員、さらに令和６年度にもさらに１名増員し、５名体制とした。ま
た、視覚障がい者等に対するICT機器の使用等に係る研修会や点訳音訳技術を高め、情報アクセシビリティの向上を図るための点訳音
訳ボランティアに対するスキルアップ講座を実施した。

障がい福祉課

137
障がい者の福祉サービスをはじめとする日常生活を送る上で必要な支援に関する情報を掲
載した冊子等を利用し、障がい者への情報提供に努めます。

冊子「より良い暮らしのために」に必要な支援に関する情報を掲載し、公共機関、銀行、病院等に配架して、積極的に情報発信を
行った。

障がい福祉課

（３）意思疎通支援の充実
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

138
手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等を派遣することにより意思疎通を
支援します。

手話通訳者・要約筆記者の設置・派遣事業、盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業において、手話通訳者等の派遣を実施した。 【派遣
実績】 手話通訳者：６５８件 要約筆記者：１５７件 盲ろう者向け通訳介助員：１，００６件

障がい福祉課

139
聴覚等に障がいのある人とその他の人の意思疎通の支援を図るため、手話通訳者・要約筆
記者養成研修及び盲ろう者向け通訳・介助員養成研修を充実させ、意思疎通支援を行う者
の人材育成を図り、聴覚障がい者等の社会参加を推進します。

手話通訳者養成研修事業、要約筆記者養成研修事業、盲ろう者向け通訳・介助員養成事業において、手話通訳者等に必要な技術習得
の研修を実施した。 また、指導者向けの研修も行い、養成研修の充実に努めた。

障がい福祉課

140
手話通訳者、要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員の処遇改善に努め、これらの人材の
確保・養成を図ります。また、手話通訳者等の負担軽減や頸肩腕症障がいについても、関
係団体等と協議し、必要な対策を検討の上、取り組みます。

〇手話通訳者養成研修事業、要約筆記者養成研修事業、盲ろう者向け通訳・介助員養成事業において、手話通訳者等に必要な技術習
得の研修を実施した。 〇頸肩腕障がい予防・理解促進のため、定期健診及び講習会を実施した。

障がい福祉課

141

盲ろう者支援センターを中心に、盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業等の支援を更に充実
させるとともに、盲ろう者が必要な情報を取得・発信し、より自由に行動して、社会参加
を行うための環境を整備するため、継続的に関係団体と協議を進め、引き続き、盲ろう者
の立場に立った支援施策の充実を図ります。

〇盲ろう者支援の拠点として、新たに東部センターを設置し、支援体制の強化を図った。
〇盲ろう者向け通訳・介助員を派遣し、意思疎通、情報獲得及び移動等の支援を実施した。【盲ろう者通訳・介助員派遣件数】１，
００６件
〇盲ろう者支援センターに相談員を配置し、訪問相談等を実施した。【相談件数】１，４３３件

障がい福祉課



142
失語症者とその他の人の意思疎通の支援を図るため、失語症者向け意思疎通支援者養成研
修を充実させ、意思疎通支援を行う者の人材育成を図り、失語症者の社会参加を推進しま
す。

失語症者向け意思疎通支援者の養成を行うとともに、希望者に対し、支援員を派遣し支援を行った。また、失語症者、その家族等が
集えるサロンを開催し、日頃の悩みやアドバイス等を共有できる場を提供した。

障がい福祉課

（４）行政情報の配慮
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

143
障がい者を含む全ての人の利用しやすさに配慮した行政情報の電子的提供の充実に取り組
むとともに、ウェブアクセシビリティの向上等に向けた取組を促進します。

県公式ウェブサイト「とりネット」やソーシャルメディアを活用して、適時適切に本県の様々な情報を県内外に発信したほか、色使
いに配慮し、音声読み上げに対応するなど、引き続き県ウェブアクセシビリティ方針で定める目標（ウェブアクセシビリティJIS試験
でレベルAAに準拠）を達成している。 また、スマホからの⾒やすさ・たどり着きやすさ向上のため、TOPページ以外にも、ヘッダー
の改修や各課のサブメニューレイアウトを統一し、アクセシビリティ向上を図った。

広報課

144
音声コードの添付、ＦＡＸ番号の明示、誰でも⾒やすい資料の作成など障がい者に配慮
し、適切な情報提供のできる行政文書の作成を行います。

イベントチラシ等の広報物への音声コードの添付、発出書類・チラシ等へのＦＡＸ番号の記載を行った。 障がい福祉課

145
県⺠生活に直結する大きな制度改正やお知らせ事項について、点字版・音声版の資料の作
成・配付や手話言語による説明動画のホームページ掲載などを行います。

〇視覚障がい者情報支援事業のうち、「点字・声の広報等発行事業」において、各種広報物の点字版・録音版を作成・配付した。
〇あいサポート運動学習用動画やギャンブル依存症Ｗｅｂ講演会の動画に手話言語を付けて、ホームページへの掲載を行った。

障がい福祉課

146
点字又は音声による候補者情報の提供等、障がい特性に応じた選挙等に関する情報の提供
に努めます。

点字図書館で、国政・県選挙における候補者の政⾒等の情報を点字印刷物、カセットテープ等で提供（令和６年度：衆議院議員総選
挙）

選挙管理委員会

147
県主催のイベントなどにおける手話通訳・要約筆記等の配置、資料の点字化・音声化等の
状況について、定期的に点検し結果を公表します。

定期点検は未実施ではあるが、県主催イベントにおける手話通訳等の配置の有無について、外部から問合せがある度に、個別に確認
を行い、確実に配置されるようようにしている。

障がい福祉課

（５）手話言語条例に基づく施策の展開
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

148

きこえる人のろう者及び手話言語に対する理解を深める活動等を進め、地域、職場等にお
ける手話言語の普及を進めます。また、手話パフォーマンス甲子園を含む手話フェス等の
取組を通じた手話言語に関する情報発信を継続するとともに、難聴者・中途失聴者も手話
言語が学べる機会づくりの検討等を通じて、誰もが手話言語に触れ、学べる環境づくりを
進めます。

〇「手話学習会開催事業費補助金」により、手話学習会を開催する企業・団体への補助、 「手話サークル等助成事業費補助金」によ
り手話サークルへの補助、「難聴者等向けコミュニケーション学習会開催費補助金」により難聴者・中途失聴者向け学習会への補助
をそれぞれ行った。
○９月には、手話パフォーマンス甲子園を含むとっとり手話フェス2024を開催し、手話フェスＬＩＶＥや各種イベントにより、手話
言語の魅力を多くの来場者に発信した。
〇きこえない・きこえにくい人のための手話講座を実施した。

障がい福祉課

149
小中学校・高等学校・特別支援学校において、手話言語の普及を進めます。手話普及支援
員派遣制度の充実を図るなどし、各学校における手話の取組を進め、将来的には全学校で
手話言語を学ぶ機会をつくります。

手話で学ぶ教育環境整備事業により、鳥取聾学校及びひまわり分校に手話普及コーディネーター３名を配置し、手話普及支援員（令
和７年３月時点で１０８名の登録者）を派遣して、学校からの依頼に応じた手話学習の支援を行った。派遣学校数１４８校と過去最
多を記録し、県内学校の７割に達した。鳥取県版児童用手話検定「手話チャレ」レベル１０までを作成して掲載した。

特別支援教育課

150 手話対応が可能な行政職員の増加に努めます。
〇鳥取県職員人材開発センターが開催する、県新規採用職員基礎研修において手話科目を実施。
〇県・市町村職員向けの手話講座を実施。（11名修了）
〇手話検定受験に係る費用助成を行った。（助成実績：1件）

職員人材開発センター

151

確かな手話通訳技術を持ち、ろう者の歴史・文化を理解した手話通訳者の養成・派遣を推
進するとともに、通訳技術の向上を図ります。併せて、手話通訳業務の意義・魅力を発信
し人材確保につなげるとともに、手話通訳者等の健康管理、手話通訳者の指導者養成方法
等の検討を進めます。

手話奉仕員トレーナーを配置し、経験の浅い手話奉仕員のサポートをしながら、現場で技術指導を行うとともに、手話通訳者等の手
話表現・翻訳技術向上を図った。  また、手話通訳者等の頚肩腕に係る健康診断を実施するとともに、頚肩腕障がいを予防するため
の健康管理講習会を実施し、健康管理にも努めた。

障がい福祉課

152
聴覚障がい者センターを中心として、聴覚障がい者の相談ニーズを積極的に把握し、課題
解決を目指す相談事業を推進します。また、福祉施設入所・独居高齢のろう者等の交流機
会の創出についても検討します。

東・中・⻄部聴覚障がい者センターに聴覚障がい者相談員を配置し、聴覚障がい者からの各種相談に対する助言、関係機関との調整
等を行った。 【相談件数】２，６８９件 東部：１，２８６件 中部：６２３件 ⻄部：７８０件

障がい福祉課

153

鳥取聾学校・難聴学級において、教職員の手話技術の向上等を通じてろう児が授業内容を
理解しやすい環境等を整備します。また、同年代の仲間との交流や共同学習等を通じて、
ろう児の社会性や豊かな人間性を育みます。そして、ろう児の保護者に対しては、医療機
関等と連携して、早期から聾学校が関与し、聴覚障がいに対する理解の促進や手話言語学
習機会を提供します。

手話で学ぶ教育環境整備事業により、教職員に対し手話技能検定への助成を行った。鳥取聾学校、ひまわり分校の小学部と県内小学
校の難聴学級との「仲間づくり交流会」を、県内圏域全体で開催し、難聴の子どもたち同士が交流を深めた。鳥取聾学校の支援部を
中心に、聴覚障がいに対する理解の推進や進路に関する研修、手話学習の機会を提供した。きこえない・きこえにくい子どもの支援
センター『きき』や医療機関等との連携を図りながら、ろう児や保護者への支援を行った。

特別支援教育課

154
遠隔手話サービス、電話リレーサービスの利用促進、定着化等を通じて、ＩＣＴを通じた
ろう者の新しい手話言語によるコミュニケーション環境の創出を目指します。

遠隔手話サービスを実施するとともに、日本財団電話リレーサービスの地域登録（利用料を県が負担）を活用し、同サービスの加
入・利用促進を図った。 【利用・登録実績】 遠隔手話サービス登録数：８５件 日本財団電話リレーサービス登録者：１３３名

障がい福祉課



155
地域における新しい手話言語表現の創出、古い地域手話の保存・伝承を通じて、鳥取県内
の手話言語の文化的発展を促進します。

「とっとりの手話を創り、守り、伝える事業補助金」により、地域における新しい手話表現の創出、古い地域手話の保存・伝承のた
め鳥取県聴覚障害者協会が行う取組を支援した。 令和６年度は、日常会話で用いる手話言語４２単語が撮影され、保存された。

障がい福祉課

５．生活環境
（１）住宅の確保

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

156
既存の公営住宅のバリアフリー化改修を促進し、障がい者が住みやすい公共賃貸住宅の供
給を推進します。

〇県営住宅では車いす住⼾向けの整備基準を作成して計画的に車いす住⼾を整備するとともに、エレベーターやスロープの設置、住
⼾内の段差解消、便所・浴室への手すりの設置等を含むバリアフリー改修を進めている。
〇県営・市町村営住宅の車いす住⼾は、建替や既存住宅の改修等により令和６年度末時点で、計１５２⼾を供給済みであるが、令和
３年度末に策定した鳥取県持続可能な住生活環境基本計画においては、令和１２年度までに供給⼾数を計２１８⼾まで拡大する目標
を定めた。
〇車いす住⼾の整備にあたっては、車いす使用者のニーズを把握し必要な場所に整備することが重要であることから、令和元年度に
策定した「公営住宅車いす住⼾整備の調整に係る事務処理要領」に基づき、県・市町村・自立支援協議会とが連携して車いす住⼾の
整備箇所を検討する仕組みを継続している。

住宅政策課

157
鳥取県居住支援協議会によるあんしん賃貸支援事業を通じ、賃貸人、障がい者双方に対す
る情報提供等の支援、必要な相談体制の整備等を行うとともに、家賃債務保証制度の活用
を促進し、障がい者の⺠間賃貸住宅への円滑な入居を促進します。

鳥取県居住支援協議会によるあんしん賃貸支援事業、鳥取県家賃債務保証事業等の活動を支援することにより高齢者、障がい者等の
住宅確保に配慮を要する方の⺠間賃貸住宅への入居の円滑化を図った。
・専任の相談員２名による入居相談の対応実績  相談件数１４９件（うち障がい者４７件）/入居決定１０５件（うち障がい者3１
件）
・鳥取県家賃債務保証事業の実績 （従来の協議会が直接実施する制度に加え、令和４年４月から⺠間の家賃債務保証会社と連携した
新たな制度を創設して拡充した。） 直接実施型：利用契約締結１１名（新規５名、更新６名）  ⺠間連携型：利用４６名

住宅政策課

158
⺠間賃貸住宅の改修費や家賃等の補助を行う「新たな住宅セーフティネット制度」の活用
を推進し、障がい者の住宅確保の支援を行います。

〇高齢者、障がい者等の住宅の確保に配慮を要する方の入居を拒まない賃貸住宅（セーフティネット登録住宅）の登録実績7,064⼾
〇セーフティネット住宅に対する支援（市町村を通じた間接補助制度）
 ・改修費補助実績0件 、・家賃低廉化支援実績3８件（新規５件、継続３３件）

住宅政策課

159
障がい者の日常生活上の便宜を図るため、日常生活用具給付等事業により住宅改修に対す
る支援を行います

地域生活支援事業補助金（日常生活用具給付等事業）により県はその経費の4分の1を助成し市町村の事業実施を後押しした（全19市
町村で実施）。

障がい福祉課

160

住まいの場であるグループホームの整備を推進するため、新規開設に必要な施設整備経費
を支援します。また、重度の障がいがあっても、住み慣れた地域で共同生活ができるよ
う、日中・夜間を問わずサービス提供が可能なグループホームの整備と体制強化を図りま
す。

○鳥取県社会福祉施設整備費補助金（R６交付決定の多機能施設（共同生活援助、就労継続支援A型・B型、生活介護）の新設のみ）
１事業所 156,401千円の補助
○重度障がい児者利用基盤整備事業  １事業所 3,008千円の補助

障がい福祉課

（２）公共交通機関のバリアフリー化の推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

161
障がい者が障がいのない者と等しく安全かつ円滑に移動できるよう公共交通ターミナル、
公共交通機関のバリアフリー化を働きかけます。

利用者3千人/日以上の全ての鉄道駅について、国の方針に示されている段差解消、視覚障がい者用誘導用ブロック等のバリアフリー
対応済みであり、空港旅客ターミナルについても全てバリアフリー化されている。また、平成２８年度から３０年度にかけてユニ
バーサルデザインタクシーを全県で２００台（※県内小型タクシーの半数）導入しており、令和６年度からは車両導入・更新経費へ
の支援を拡充するなど、公共交通機関のバリアフリー化を推進している。

交通政策課

162
障がい者等が日常生活に必要なバスを安全かつ円滑に利用できるよう、低床型バスの導入
を促進します。また、タクシー、鉄道等においてもバリアフリー化、ユニバーサル化が進
むよう、交通事業者に働きかけます。

県内の乗合バスについては、車両更新に合わせて順次バリアフリー対応（ノンステップバス）の車両を導入しており、令和６年度末
時点で県内乗合バスの約９３％がバリアフリー対応の車両となっている。高速バスのバリアフリー化についても引き続き事業者に働
きかけていく。

交通政策課

163
ＵＤ（ユニバーサルデザイン）タクシーの県内での普及に伴い、ＵＤタクシーによる障が
い者のスポーツ教室への参加など、ＵＤタクシーを活用した地域づくりの取組を進めま
す。

UDタクシーの利用促進に資するため、イベント等で主催者がUDタクシーを借り上げて、障がい者を連れてくるシステムを作った時
にUDタクシーにかかった経費の半分を助成する制度を設けている。

障がい福祉課



（３）公共的施設等のバリアフリー化の推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

164
鳥取県福祉のまちづくり条例に基づき、事業者や県⺠等に対して福祉のまちづくりに関す
る広報活動を積極的に行います。

福祉のまちづくりに対する理解を深めるため、小学生向けの冊子を作成し、配布した。（作成部数：7,４５６部、小学４年生対象） 福祉保健課

165
多数の人が利用する⺠間の公共的な施設（ホテル、旅館、レストラン、スーパーマーケッ
ト等）に対する補助制度について、活用状況を点検し、必要な⾒直しを行うことにより、
障がい者等が利用しやすい施設整備の促進に努めます。

障がい者等が利用しやすい施設整備を促進するため、福祉のまちづくり推進事業補助金により、施設のバリアフリー整備に取組む事
業者に対し、費用の助成を行った。
＜実績＞
福祉のまちづくり推進事業補助金（市町村間接補助）補助実績
鳥取市1件 倉吉市3件 岩美町1件 計5件、補助制度創設市町村：16市町村

住宅政策課

166
県内外の障がい者が観光・行楽が楽しめるよう、宿泊・観光施設等における入浴用車いす
など設備整備に対する支援を行うとともに、従業者向けの実践的な接遇研修、刻み食等の
講習会を開催するなど必要な取組を行います。

○社会的障壁を除去するための取組について支援する「障がい者が暮らしやすい社会づくり事業補助金」制度を設けている。
○観光業界に携わる関係者に対して、観光業界におけるバリアフリーの重要性とその取り組み例、及び実践について学ぶ研修を行っ
た（オンラインでの配信も実施）。（R6.9）

障がい福祉課

167

県の補助制度を含むとっとりＵＤプログラムの周知を図るため、パンフレットやＳＮＳ等
を活用した広報を実施します。このうち、施設整備及び運営・サービスに関し、利用者、
専門家の立場で助言し、反映していただくことを目的としたＵＤアドバイザー制度におい
て、アドバイザーの登録者数を増加させるため、福祉関係団体等を通じて養成講習会の受
講と登録を働きかけます。

令和７年２月にUDアドバイザー養成講習会を開催し、とっとりUD施設普及促進プログラムや本県のバリアフリー制度等に関する理
解を深めていただくとともに、参加者のうち７名の方にUDアドバイザーにご登録いただいた。また、パンフレットやSNS
（instagram、Facebook）にて、とっとりＵＤプログラムの内容について周知を行った。

住宅政策課

（４）福祉のまちづくりの推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

○高齢者、障がい者、妊産婦等が利用しやすい公共的施設の整備を促進し、誰もが住みよいまちづくりを推進するため、福祉のまち
づくり推進協議会を開催している。
○R６年度はR5年度に行ったハートフル駐車場利用証の交付基準の拡大について報告を行った。またあいサポート運動および障害者
差別解消法等の普及啓発にかかる取り組み、及び点字ブロックの点検等に関する協議概要について報告を行った。

福祉保健課

障がい者等の利用者が施設提供者や設計者に整備内容や運営に対する意⾒や助言を行うことにより整備に反映できることを目的とし
たアドバイザー派遣制度を実施した。   市町村に対する協議会については、市町村に設置に向けた働きかけを行った。
＜実績＞アドバイザー派遣４件
 ・本・織り機、・喫茶モノローグから、・米子アリーナ、・⻘山剛昌ふるさと館、・HOTEL星取テラスせきがね

住宅政策課

169
主要な生活関連経路における歩きやすい歩道の整備、視覚障がい者誘導用ブロックの設置
及び管理、利用しやすいバス停の整備等により、障がい者が移動しやすい環境整備に取り
組みます。

下記路線の歩道のバリアフリー整備について、障がい者団体や道路利用者と協議、あるいは改良事業を実施した。
○歩道の段差解消、視覚障がい者誘導ブロックなどの整備
 ・県道田島片原線（片原５丁目周辺） ・県道皆生車尾線（皆生３丁目周辺）

道路企画課

170
歩行者・自転車と車両が通行する時間を分離する歩車分離式信号、音で歩行者を誘導する
視覚障がい者用付加装置付信号機等のバリアフリー対応型信号機、エスコートゾーン、⾒
やすく分かりやすい道路標識等の整備を推進します。

＜令和６年度整備状況＞視覚障がい者用付加装置：新設２基（ピヨピヨ、カッコ-）
＜令和６年度末整備状況＞歩車分離式信号：46基 視覚障がい者用付加装置：232基(ピヨピヨ、カッコ-） 音響式歩行者誘導付加装
置：91基（信号が⻘になりました） 歩行者支援装置（高度化PICS）：６基

県警交通企画課

171
障がい者が安全に自動車を運転できるよう、信号灯器のＬＥＤ化、道路標識の高輝度化・
大型化等を推進します。

＜令和６年度整備状況＞ LED式灯器：1,003灯（信号機新設に係るものを含む）
＜令和６年度末整備状況＞  LED式灯器：9,999灯

県警交通企画課

172
ハートフル駐車場を公共施設に積極的に設置するほか、⺠間に働きかけを行うとともに、
必要な支援を行い、ハートフル駐車場の設置箇所の増加や適正な利用を促すなど、制度の
充実を図ります。

福祉のまちづくり推進サポーターから⺠間施設等に対し制度の説明と協力依頼を行った。
 ○協定施設数 805施設（R7.3.31現在） ※R6新規締結：12施設

福祉保健課

173
公共的施設等のトイレの洋式化、多目的トイレ化を進めるとともに、オストメイト対応ト
イレ、簡易ベッドの設置等を進めます。

【とりぎん文化会館】催事主催者側のトイレについて洋式化、温水洗浄便座の設置を計画した。（工事はR7年度予定） 文化政策課

174
バリアフリーマップについて、適宜更新を行うとともに、施設の対応状況をホームページ
等で公表します。

令和5年3月20日より運用が開始された「とっとりUDマップ」にてバリアフリーに関する情報更新を行っており、今後も県⺠への情報
提供を円滑に行っていく。

福祉保健課

175
地域における障がい者等交通弱者の移動手段を確保するため、路線バスに加え、市町村有
償運送や過疎地有償運送、乗合タクシーなど生活交通確保に関する様々な市町村等の取組
を支援します。

市町村が地域の実情に応じて行っている自家用有償旅客運送（乗合タクシーを含む）やＮＰＯ法人等による交通空白地有償運送に対
し、継続的に支援している。

交通政策課

施設を利用する障がい者団体、施設の設置者等から意⾒を募り、福祉のまちづくり条例の
問題点等を点検した上で、必要な⾒直しを行います。また、市町村に対して福祉のまちづ
くりの推進に向けた協議の場の設置を促します。
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６．雇用・就業等
（１）障がい者雇用の促進

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

176
障害者雇用促進法に基づき、障がいの有無にかかわらず均等な機会及び待遇の確保を図
り、就職を希望する障がい者がその適性に応じて能力を十分に発揮できるよう、企業や鳥
取労働局など関係機関との連携を強化します。

○障がい者雇用に関し、障がいの当事者団体、学識経験者、経営者団体等を交え、「定着支援の在り方検討部会」（障がい者雇用推
進会議専門会議）を開催し、障がい者雇用の情報共有を図り、障がい者の就労・職場定着支援の強化について意⾒交換を行った｡（実
績：１回）
○商工団体、鳥取障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、障がい福祉サービス事業所、労働局及び県の関係機関で構
成する「障がい者雇用推進会議（座⻑：副知事）」を開催し、障がい者の就労・職場定着に向けた取組みや定着支援の在り方検討部
会の開催結果について報告を行い、加えて、障がい者雇用の推進のための今後の対応について意⾒交換を行い、関係機関の連携を
図った。
○労働局、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構、県で組織するプロジェクトリーダー会議を２回開催し、各機関の取組予定を報
告して日程の調整や意⾒交換を行った。

雇用・働き方政策課

177

障がい者を雇用するための環境整備等に関する各種助成金制度を活用し，障がい者を雇用
する企業に対する支援を行うとともに、障がい者が働きやすい職場づくりのためのガイド
ブックや障がい者雇用の取組事例紹介動画などにより、障がい者雇用に関するノウハウの
提供等に努めます。

○障がい者雇用関係の助成制度等をとりまとめた冊子「障がい者雇用関係助成制度のご案内」を活用し、各種セミナーや企業訪問時
に配布した。
○「障がい者雇用アドバイザー（県会計年度任用職員）」を県庁に1名配置し、法定雇用率未達成企業を中心に訪問し、障がい者新規
雇用の働きかけや相談対応を行った。（R6訪問実績 150社）
○障がい者が働きやすい職場づくりのためのガイドブック活用セミナーをオンラインで開催した（33名受講）。
○県内事業所の好事例紹介動画を作成の上、県公式ウェブサイトで公開し、事業所等に周知した。

雇用・働き方政策課

178
障がい者の大量雇用が⾒込める特例子会社を支援する制度により、障がい者の雇用促進、
職域の拡大を図ります。

令和6年度は助成実績なし 雇用・働き方政策課

179
法定雇用率を達成していない⺠間企業については、個別に伴⾛支援を行うとともに、ハ
ローワークと連携した働きかけにより、法定雇用率の達成に向けた取組を進めます。

○「障がい者雇用アドバイザー（県会計年度任用職員）」を県庁に1名配置し、ハローワークと連携して法定雇用率未達成企業を訪問
するなど、障がい者新規雇用の働きかけや相談対応を行った。（150件訪問）
○知事、労働局⻑及び教育⻑の3者で、県内の経済4団体（経営者協会、商工会議所連合会、商工会連合会、中小企業団体中央会）に
対して、障がい者雇用の要請を行った。
○障がい者雇用を検討している事業所等を対象に、障がい者雇用に積極的に取り組んでいる事業所の企業⾒学交流会を実施し、障が
い者雇用に向けた機運を醸成した。（実績：１回（17名参加））

雇用・働き方政策課

180
使用者による障がい者虐待の防⽌など、労働者である障がい者の適切な権利擁護のため、
個別相談等に丁寧な対応を行うとともに、企業に対し、関係法令の遵守に向けた指導、啓
発等を行います。

個別相談や法令違反があった場合は、事例に応じて労働局や障害者就業・生活支援センター等の関係機関と連携して適切に対応す
る。

雇用・働き方政策課

181
企業研修会、良好な雇用環境にある企業の⾒学会などを行うとともに、障がい者が働きや
すい職場づくりのためのガイドブックや障がい者雇用の取組事例紹介動画などにより、企
業に対し障がい者雇用の啓発を行い、職場環境の改善を図ります。

○障がい者が働きやすい職場づくりのためのガイドブック活用セミナーをオンラインで開催した（33名受講）。
○県内事業所の好事例紹介動画を作成の上、県公式ウェブサイトで公開し、事業所等に周知した。

雇用・働き方政策課

182 聴覚障がい者の就労支援のため、手話通訳者等の派遣を行います。 聴覚障がい者の就職を支援するため、延べ68回にわたって手話通訳者等を企業での職場実習や面接に派遣した。 雇用・働き方政策課

（２）特別支援学校における企業等と連携した職業教育の推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

183
企業等と連携して、特別支援学校に在籍する生徒が作業学習等で身に付けた知識、技能、
態度等を一定の基準により評価することにより、「働く力」「働く意欲」等の一層の向上
を図り、卒業後の職業的自立と社会参加を目指します。

鳥取県特別支援学校技能検定を、１０月９日（喫茶サービス部門）と１０月１０日（清掃部門）に琴の浦高等特別支援学校で開催
し、県内特別支援学校の生徒６３名が参加した。 令和６年度は生徒によるチラシ作成を行った。また、障がいの理解と啓発のため、
お客様を募集し、１団体・３名（全年１名）の応募があった。

特別支援教育課

184

特別支援学校に在籍する児童生徒の自立や社会参加を促進するため、ふるさとキャリア教
育、進路指導の充実を図るとともに、就労・定着支援員、進路指導主事等を中心として職
場開拓、障がい者雇用を一層推進し、就職や実習の受け入れ企業等との連携を強化しま
す。

学校から職場への円滑な移行と定着を図るため、就労定着支援員を県内に計６名を配置し、在学中から卒業後までの就労促進及び職
場定着支援を行った。また、各圏域毎に就労促進セミナー及び福祉セミナーを開催し、企業への理解啓発と児童生徒・保護者への情
報発信を行なった。

特別支援教育課

185
特別支援学校生徒が卒業後に職場等に定着することを目指し、各特別支援学校及び障害者
職業センター、障害者就業・生活支援センター、障がい者職場定着推進センター及びハ
ローワーク等の関係機関との連携を図り、フォローアップ体制を強化します。

特別支援学校進路担当者情報共有会を年3回開催し、就労選択支援事業をはじめ、自立や社会参加促進についての情報共有を行った。
また、職場適応援助者養成研修に教員を派遣し、教育とは異なる角度から得た知識や考えなどの共有を図った。

特別支援教育課



（３）総合的な就労支援
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

186

ジョブコーチの更なる養成に加え、県内に３か所ある障害者就業・生活支援センターとの
連携強化を図るとともに、労働、福祉、教育等の関係機関との連携の下、障がい者の就業
面と生活面での支援を一体的に行い、企業に対しても助言を行うほか、職場内で障がい者
に寄り添うとっとり障がい者仕事サポーターの養成や職場の相談員研修会などを通じて、
職場への定着に向けた支援を実施します。

○ジョブコーチ養成研修を県内で開催した。（参加31名）
○東・中・⻄部の障害者･就業生活支援センターに、企業へ職場実習の受入れ等を働きかける職場開拓支援員（各1人）、就業中の障
がい者や事業主を訪問する定着支援員（各1人）を配置するとともに、中部・⻄部には県版ジョブコーチセンターを設置し（各１
名）、障がい者、事業主双方への助言を行った。
○鳥取労働局、鳥取障害者職業センターと共催で、障がいを理解して職場の同僚等として障がい者を支える「とっとり障がい者仕事
サポーター養成講座」を開催した。（3回開催、延べ193人受講）
○企業内支援者研修「障がい者が働く職場の相談員研修」を開催し、障がい者が働きやすい職場づくりについて研修した。（58名参
加）
○障がい者が働きやすい職場づくりのためのガイドブック活用セミナーをオンラインで開催した（33名受講）。
○県内事業所の好事例紹介動画を作成の上、県公式ウェブサイトで公開し、事業所等に周知した。

雇用・働き方政策課

187
障がい者の職業能力開発を推進するため、障害者職業センターや隣県の国立の障害者職業
能力開発校と連携し、県立の職業能力開発校において、障がい者の態様に応じた訓練を設
定し、職業訓練を実施します。

○障がい者職業訓練事業 （実施状況）
 ・倉吉校において、知的障がい者を対象にし、各受講者が適性に応じて就労できるようパソコン操作・清掃・調理等の訓練を基礎
から実施するとともに、障がい者職業訓練アドバイザーを配置し、個々の受講者に応じてきめ細かな就職支援を行った。
 ・企業等への委託訓練を実施し、障がい者職業訓練コーディネーター等による支援を通じて個々の受講者に応じてきめ細かな就職
支援を行った。
 ・特別支援学校に在籍する生徒に対し、委託訓練を実施し、就職に繋げた。
 ・一部の訓練生に対して、障害者職業センターにおいて、職業評価を実施した。
 ・障害者就業・生活支援センター登録者及び就労移行支援事業等の利用者の職業訓練機会提供に資する取り組みとして、各イベン
ト及び担当者会議にて、職業訓練コースの周知を図っている。（成果指標）実施コース６コース、入校者１２人、修了者１０人、就
職者数１０名（就職率１００％）（R７年３月末時点）

雇用人材局産業人材課

188
障害者就業・生活支援センターの登録者、就労移行支援事業等の利用者、特別支援学校の
生徒等の職業訓練機会の充実を図るため、多様な地域の委託訓練先を開拓し、障がい者の
態様に応じた多様な委託訓練を実施します。

障害者就業・生活支援センターの登録者、就労移行支援事業等の利用者、特別支援学校の生徒等の職業訓練機会の充実を図るため、
多様な地域の委託訓練先を開拓し、障がい者の態様に応じた多様な委託訓練を実施しています。

雇用人材局産業人材課

189
障がい者職場定着推進センターを設置（米子と倉吉）し、障害者職業センターと連携し、
県内全域に質の高いジョブコーチ支援を提供していきます。

○県中･⻄部に障がい者職場定着推進センター（県版ジョブコーチセンター）を設置し、配置型ジョブコーチ各1人配置し、県東部の
鳥取障害者職業センターと連携することで、県内全域で質の高いジョブコーチ支援を提供した。
○訪問型ジョブコーチを配置する社会福祉法人等の5法人（6事業所うち２事業所は県版ジョブコーチセンターと同）の7人の活動費の
一部を助成することで、ジョブコーチ支援を受けることができる障がい者の数を増やし、職場定着の体制を強化した。

雇用・働き方政策課

190
障がい者雇用にあたって、職場実習（原則２週間）や試行的雇用であるトライアル雇用
（最⻑３か月）など、企業と障がい者相互の理解を深め常用雇用に結びつける支援策を周
知することにより、事業主の障がい者雇用への不安の解消と理解の促進を図ります。

○障害者就業･生活支援センターに職場開拓支援員を各1人配置し、障がい者を雇用していない企業も含めて職場実習の受入れを働き
かけた。
○障害者就業･生活支援センターがあっせんして職場実習を行い、受け入れ企業には謝金（1日1,000円）、実習生には奨励金（1日
1,000円）を支払った。（218件）

雇用・働き方政策課

191
福祉施設から一般就労への移行を促進するため、就労移行支援事業所、就労継続支援事業
所の就労系サービスの充実を図ります。

障がい者一般就労移行ネットワーク会議等により、支援者が連携し、一般就労移行しやすい環境を整えた。
 ＜一般就労移行者数実績＞
 Ｈ26：96人、Ｈ27：99人、Ｈ28：84人、H29：77人、H30：78人、R1：72人、R2：61人、R3：70人、R4：62人、R5：79人、、
R6：95人

障がい福祉課

192
就労移行支援事業所等における一般就労移行を促進するため、積極的な企業等での実習や
事業所が取組むスキルアップ研修の支援を図ります。

障がい者一般就労移行支援事業により、実習受入企業と実習受講者のそれぞれに、１日当たり１，０００円の謝金（３件）、奨励金
支給（５名）の支援を行った。

障がい福祉課

（４）障がい者の特性に応じた就労支援
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

193
難病患者の雇用の促進のため、難病相談・支援センターを中心にハローワーク等関係機関
と連携を図り、相談、援助、情報提供等を行います。

鳥取県難病相談・支援センター（鳥取大学医学部附属病院）において、ハローワーク米子の難病患者就職サポーターと連携し、就労
支援が必要な難病患者の相談対応と就労支援に関する情報提供を行ったほか、出張相談会の開催を支援した。

健康政策課



国ハローワークに特別事業を含む各種助成金のリーフレットを備え、必要に応じて案内したほか、（独）高齢・障害・求職者雇用支
援機構が開催する障害者職業生活相談員の研修会等で、普及啓発を行った。

雇用・働き方政策課

重度障害者当就労支援特別事業について、市町村の自主性を尊重しながら、ニーズに即した事業実施を促していくとともに、制度運
用に当たって課題等があれば、機会を捉えて国に対し制度の⾒直し等を求めていく。

障がい福祉課

195
障がい者の能力や特性に応じた働き方を支援するため、障がい者のニーズを踏まえつつ、
短時間労働やテレワークなど、多様な働き方の実現に向けた就労環境の整備を進めます。

○各障害者就業・生活支援センターに職場開拓支援員及び職場定着支援員を配置し、職場実習先の開拓、実習先のマッチングととも
に、就職後の職場定着支援を行った。

雇用・働き方政策課

196
在宅での就業やＩＣＴ（情報通信技術）を活用した就業など、多様で柔軟な働き方を進め
るうえで、支援機関等による相談、コーチングや技術的支援などアウトリーチ対応も含め
た支援環境づくりに努めます。

○パソコンボランティアを養成・派遣し、障がい者の情報バリアフリーを推進した。コロナ禍の影響  により、派遣件数が減と
なったが、感染対策の徹底等により、可能な限りニーズに対応できるよう事業実施した（R6パソコンボランティア派遣件数：100
件）。
○令和４年度からは、「障害者情報アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進に係る法律」の制定を受け、情報保障における
モデル県となっていく取組を進めるため、「鳥取県障がい者 ICT総合推進事業」を開始し、これまでのパソコンボランティアに加
え、次の事業を開始した。 ・障がい者ＩＣＴ相談窓口による相談対応、・パソコン及びタブレット端末等の貸出し

障がい福祉課

197
発達障がい者を支援するためのネットワークを構築するとともに、鳥取労働局、県等が加
わった県レベルでの発達障がい者就労支援ネットワークを構築し、発達障がい者の就労促
進のための体制を整備します。

○県東部・中部地区では支援機関、学校（特別支援学校・高等学校）による「支えるネット」と、さらに県、鳥取労働局、鳥取障害
者職業センターを加えた「発達障がい者就労支援ネットワーク会議」を開催して、各機関が連携して就労の支援に取り組んだ。⻄部
地区では支援機関、学校による発達障がい者等就労支援連絡会を開催して、問題点を共有するなどして就労支援に取り組んだ。
○鳥取労働局、鳥取障害者職業センターと共催で、障がいを理解して職場の同僚等として障がい者を支える「とっとり障がい者仕事
サポーター養成講座」を開催した。（3回開催、延べ193人受講）

雇用・働き方政策課

198

農業分野等における障がい者雇用を推進するため、関係機関と連携しながら、障害福祉
サービス事業所及び農業法人等に、障がい者雇用のノウハウ、福祉農園の開設・整備や福
祉・農業関係者を対象とした研修会の開催等に係る交付金などの関連情報等の提供を行い
ます。

中国四国農政局が主宰している中国四国農業の障がい者雇用促進情報ネットワーク加入や関係機関との連携により、各圏域ＰＴに対
してイベント情報や交付金などの関連情報の提供を行った。

障がい福祉課

（５）工賃向上に向けた取組
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

199

県と市町村はそれぞれの障害者優先調達推進法に基づく調達方針を策定し、調達方針で定
める目標が達成できるよう、事業所の製品・サービスの調達に取り組みます。県がこの法
律に基づく措置を行うことはもちろんのこと、全市町村においてこの法律に基づく調達方
針の作成・実績公表等を着実に行っていただくよう働きかけます。また、ＮＰО法人鳥取
県障害者就労事業振興センターに「共同受注窓口」を設置し、行政機関や⺠間企業等から
の受注を行い、事業所との調整を行います。

法に基づき調達方針を定め、当該年度の調達目標額を設定した。県の調達目標額を各市町村に周知するとともに、調達目標の設定及
び優先調達への取り組みについて働きかけを行った。 共同受注窓口においては、行政機関や⺠間企業から255件の問い合わせがあ
り、ねんりんピックなどの大規模イベントにおける記念品の詰め合わせや、施設の除草作業などにつなげることができた。

障がい福祉課

200

工賃向上に積極的に取り組む事業所に対して、事業所の商品・サービスの販売促進のた
め、NPO法人鳥取県障害者就労事業振興センターを通じ、専門家の派遣、事業所の商品・
サービス情報の収集、商談会参加支援等を行います。また、複数の事業所が連携協力して
行う取組（作業の分担実施や商品・サービスの共同開発等）についても、関連団体の協力
を得ながら必要な支援を行います。

障がい者のはたらき・自立のための工賃向上事業により、障害福祉サービス事業所に対して、コンサルタント派遣、施設外就労促
進・受託作業組替、研修を開催する等した。

障がい福祉課

201
事業所が工賃向上のために新商品・新サービス等を開発するための経費の助成を行いま
す。また、工賃向上のためには、企業と連携することが重要であることから、あらかじめ
事業所と共同連携して新商品の開発等を行う企業に対し、開発経費等の助成を行います。

障害福祉サービス事業所に対する、ハートフルサポート事業（無利子融資、新商品開発補助、協働連携企業補助）を行い、工賃向上
環境の向上に努めた。新商品開発支援事業補助金4件（補助金交付額2,085,000円）及び無利子融資1件（融資実行4,000万円に対する
利子相当額支援）を採択した。

障がい福祉課

202

東中⻄部の各県域に農福連携推進コーディネーターを配置し、仕事を求める事業所と人手
を求める農家との農作業受託のマッチングを進めるとともに、農業を自主事業とする事業
所の育成を進めるため、生産拡大のための農耕機具等の経費の助成を行います。また、
NPO法人鳥取県障害者就労事業振興センターを通じて、農業を自主事業とする事業所等へ
コーディネーターや専門家を派遣するとともに、栽培された農作物や農産加工品等を販売
する農福マルシェの開催、他県マルシェへの出店支援を行います。

農福連携推進事業により、障害福祉サービス事業所と農家とのマッチング（326件）や自主農業の推進を図ると共に、ノウフクマル
シェを開催（６回）し農福連携の取組を広く紹介した。 また、農業分野等チャレンジ支援事業補助金により新規作業受託（1件）、
新規自主農業の整備（1件）、生産性向上（3件）の取組に係る助成を行った。

障がい福祉課

通勤や職場等における支援により重度障がい者等の雇用や自営を含む就労が広がるよう、
雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業の実施を市町村に働きかけるとと
もに、（独法）高齢・障害・求職者雇用支援機構や鳥取労働局等と連携し、重度障がい者
を雇用する企業への関連助成金制度の活用促進、普及啓発・相談対応を行います。

194



203

共同作業場であるワークコーポとっとりについて、高単価作業獲得のための営業努力、生
産管理体制の強化を図り、より多くの事業所が参加し高い水準の工賃を獲得できるよう引
き続き進めていきます。また、事業所の支援員が少ないことや障がい特性により、ワーク
コーポとっとりでの施設外就労が難しい事業所については、ワークコーポとっとりからの
外注案件の調整を行い、事業所内で行う作業を高単価作業に転換していきます。

複数の障害福祉サービス事業所が作業可能な共同作業場（ワークコーポとっとり）を設置、運営し、単独の作業所では対応が困難な
大量受注を可能とする環境を整えた。（参加事業所：6事業所）また、施設外作業が難しい事業所には外注を調整しより多くの事業所
に参加していただける他性を構築した。（外注参加事業所：11事業所）

障がい福祉課

204

事業所の職員の支援の質の向上のため、NPO法人鳥取県障害者就労事業振興センターを通
じて、職員の経験年数や職位に合わせた人材育成研修を行い、事業所の「人づくり」の支
援を行います。また、ＩＣＴ活用による業務の効率化等を進めることで、職員の業務負担
軽減、人材確保等を図ります。

NPO法人鳥取県障害者就労事業振興センターを通じ、各事業所職員の経験・職位に応じて、基礎研修（2回）、中級研修（2回）、管
理者研修（5回）を実施した。 また、業務の効率化等を推進するため、ＩＣＴ機器の導入に係る助成（3件）を行った。

障がい福祉課

205
利用者の満足度や就労意欲の向上を目的として、事業所が行う職場環境の整備や生産活動
以外の利用者の意欲向上に繋がる主体的活動等の取組を支援します。また、利用者の満足
度を把握するアンケート調査を定期的に実施します。

B型事業所の利用者満足度を向上を支援するため、環境整備、生産性向上、支援能力向上に係る取り組みに対して助成を行った。（５
件）

障がい福祉課

（６）年金・手当等
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

206

障がい者が地域で質の高い自立した生活を営むことができるよう、雇用・就業の促進に関
する施策との適切な組合せの下、障害基礎年金や特別障害者手当等の充実について、必要
に応じて国に要望していきます。また、受給資格を有する障がい者が確実に障害年金等を
受け取ることができるよう、制度の周知に取り組みます。

障害年金のパンフレットについて、市町村等関係機関に送付し、制度の周知に取り組みました。 障がい福祉課

207
知的障がい及び精神障がいのある人における障害基礎年金などの個人財産については、成
年後⾒制度の利用により、適切に管理されるよう支援します。

各地区に障がい者の権利擁護等に関する電話相談や面接相談等への対応ができる支援チームを設置済。 障がい福祉課

７．教育、スポーツ
（１）教育

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

208

障害者の権利に関する条約に基づき、共生社会の実現に向けてインクルーシブ教育システ
ムの構築を目指し、特別な支援を必要とする幼児児童生徒一人の教育的ニーズに応じた
「多様な学びの場」の整備や、合理的配慮の提供、教職員の指導力向上により、障がいの
ある子どもとない子どもが共に学ぶ仕組みを構築します。

全ての教職員の特別支援教育に関する指導力向上に向けた取組として、オンデマンド研修サイト、リーフレット、各種手引き等の各
種ツールの周知や各種研修会の開催を行った。また、就学に関する担当者会を開催し、適切な就学支援に向けて、市町村教育委員会
や福祉担当者等、関係者との基本的な考え方や手続きについて共通理解を図った。

特別支援教育課

209
発達障がいを含めた障がいのある全ての児童生徒等に対して適切な教育を行うとともに、
早期から一貫した切れ目ない指導及び関係機関と連携した支援を行う仕組みを整備しま
す。

切れ目ない支援体制構築に向けて、教育支援体制整備事業（国から市町村への直接補助）を活用し、鳥取市に心理士、米子市、倉吉
市、八頭町、湯梨浜町、北栄町、江府町に看護師を配置した。

特別支援教育課

210

特別支援学校、特別支援学級及び通常の学級に在籍する「特別な支援を必要とする」児童
生徒等一人一人の可能性を最大限に伸ばし、自立し社会参加することができるよう、必要
な支援を行う環境を整え、全ての教職員における特別支援教育に関する指導の充実を図り
ます。

「こどもたちの『わかる』『できる』をささえるユニバーサルデザインの視点を生かした指導・支援」リーフレットの活用に向けた
周知や特別支援教育オンデマンド研修サイト「特別支援教育まなびの広場」の動画の充実を図った。また、教育センター主催の研修
やユニバーサルデザインを意識した授業づくりや読み書き支援に関する県内教員向けに研修会を開催した。

特別支援教育課

211
各地域において教育資源の組合せ（スクールクラスター）による、特別支援体制の構築を
促進します。

切れ目ない支援体制構築に向けて、教育支援体制整備事業（国から市町村への直接補助）を活用し、米子市、倉吉市、八頭町、湯梨
浜町、北栄町に対しては看護師配置の支援を行い、鳥取市に心理士活用、江府町に対しては作業療法士活用の支援を行った。

特別支援教育課

212
障がいや障がい者に対する県⺠一人ひとりの理解を深めるため、学校、地域、企業など多
様な対象に向けて障がい者等への配慮や理解を深める講座を開催するなど、多様な機会を
捉えてあいサポート運動を推進します。

○障がい者当事者による障がい者理解公開講座を一般事業者に対して行うことにより、障がい者への理解をより深めるよう取組を
行った。
○学校や公⺠館、企業等、様々な場所であいサポート研修を行った。
○あいサポート企業拡大推進員による企業等に対する周知活動を通して、一般事業者に対して積極的にあいサポート企業・団体認
定、社会的障壁の除去のための補助金の活用等について案内し、運動等の推進を図った。

障がい福祉課



213
各種研修、講演、講義やイベント開催おいては、情報保障、意思疎通支援など合理的配慮
により、障がいの有無にかかわらず共に学ぶ場を拡大します。

○あいサポート研修を行うことにより、障がいのある方への必要な配慮等について学んでいただくことで、情報保障を含む合理的配
慮についての理解を深め、共に学ぶ場の拡大に寄与した。
○障害者差別解消法の基本を理解していただくための研修会等を障がいのある方の協力も得ながら実施し、障害者に対する差別の解
消と合理的配慮の浸透を図った他、手話通訳者の配置や字幕による情報保障を行い、共に学ぶ場の拡大を推進した。

障がい福祉課

○「はーとふるサービス」充実のために、拡大読書器等機器の整備やアクセシブルな資料の収集・提供に努めた。（令和６年度アク
セシブルな資料の増加冊数３５４点、令和6年度アクセシブルな資料の貸出数１８，０９０冊）
○「鳥取県読書バリアフリー推進に係る関係者協議会」を開催し、鳥取県読書バリアフリー計画の現時点評価を実施することで、取
組の進捗状況と今後へ向けた課題等を把握することができた。
○関係行事への出前図書館の実施や、視覚障がいの方と支援者の方を対象とした図書館ツアーの実施等を通じて、障がいに配慮した
様々な資料や機器についての周知･啓発と読書バリアフリーの普及に努めた。
○現在の館内標示が⾒づらいと想定される関係者団体への意⾒聴取を実施し、わかりやすい館内標示を床面等に設置することで、多
様な来館者にとって利用しやすい図書館となるための環境整備を行った。

図書館

○県立図書館において、目や耳で楽しめる図書（マルチメディアデイジー等）の紹介、郵送貸出サービスの実施、音声で楽しむため
の機器（プレクストーク等）の整備等を行った。
○視覚障がい者等向けICT機器使用研修やマルチメディアデイジー使用研修を行ったほか、点訳・ 音訳ボランティア向けのスキル
アップ研修を実施した。  また、県立図書館と連携し、マルチメディアデイジー等を普及啓発するイベントを開催した。

障がい福祉課

（２）スポーツ等の推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

215
パリパラリンピックや2025東京デフリンピック等を⾒据え、県内の障がい者アスリートの
うち有望な選手や団体を強化指定し、トレーニング、合宿、大会への参加等に必要な支援
を行います。

県内の障がい者スポーツ選手・団体を強化指定し、トレーニング、合宿、大会参加の支援を行い、各競技において、海外・国内大会
で活躍する成果に繋がった。

スポーツ課

216

2025デフリンピック東京大会は、日本で初めて開催され、世界中から聴覚障がいのある方
を含め多くの方が訪れ、デフスポーツを広めるよい機会であるため、アスリート、自治
体、スポーツ関係団体等と連携を図りながら、県内の様々なイベントで周知を行うなど、
大会の認知度向上に向けた取組を積極的に行っていきます。

アスリート、自治体、スポーツ関係団体等と連携を図りながら、県内の様々なイベントで周知を行うなど、大会の認知度向上に向け
た取組を積極的に行った。

スポーツ課

217
障がい者スポーツにおける全国レベルの指導者を招へいし、県内の障がい者アスリートを
指導する合宿を開催するなど、指導面での充実を図ります。

パラアスリートや指導者の招聘による選手・指導者に対する講習会や体験会等の実施。 スポーツ課

218
障がい者スポーツにおいて、メンタル、栄養、ドーピングをはじめとする医科学サポート
の充実に取り組みます。

障がいのある方がスポーツを始める・続けるための医事・栄養・トレーニング・スポーツ相談会を毎月実施した。また、集合形式で
栄養講習会を開催した。

スポーツ課

219
障がい者が楽しみながらスポーツを継続できる環境の整備や、障がい者スポーツを推進す
る指導人材の育成、県内各地での活躍の場の確保に取り組みます。

県内東・中・⻄部の各地区においてスポーツ教室を開催し、身近なスポーツ機会の提供、環境整備に取り組んだ。また、初級障がい
者スポーツ指導員養成講習会の開催、スポーツ指導員資格取 得者が参加したスキルアップ研修会を開催し指導者の技術力向上を図っ
た。

スポーツ課

220

障がい者の各種スポーツ大会等の開催を通じて、障がい者のスポーツの普及を図るととも
に、⺠間団体等が行うスポーツ等に関する取組を支援します。また、障がい者スポーツ大
会等に協力するボランティア等の参加拡大、障がい者と健常者が参加するスポーツ大会の
開催など、障がい者と健常者の交流の場を設けていきます。

県内東・中・⻄部の各地区においてスポーツ教室を開催するとともに、鳥取県障がい者スポーツ大会や障がい者団体が行う各種大会
への支援を行った。また、鳥取ユニバーサルスポーツセンターノバリアにおいて、障がいあるなしに関わらないスポーツ教室やフェ
スティバルを実施。

スポーツ課

221
全国障がい者スポーツ大会等への参加支援等、スポーツ等における障がい者の国内外の交
流を支援します。

全国障がい者スポーツ大会への選手・役員の派遣。また、国際交流として江原道（韓国）からボウリング競技の選手・役員に来県い
ただき交流した。

スポーツ課

222
年少期から高齢期を通じて、身近な地域で障がい者が、障がいの特性や程度に応じて、ス
ポーツに触れる機会を増やすため、市町村との連携を強化します。

市町村への周知・広報を行いながら県内東・中・⻄部の各地区において年間を通してスポーツ教室を開催したり、地域や学校等で開
催されるスポーツ教室等も含め障がい者スポーツ指導員を派遣するなどして、身近なスポーツ機会の提供、環境整備に取り組んだ。

スポーツ課

223
障がい者スポーツに係る大規模大会や合宿誘致に向け、競技団体や市町村と協力し、誘致
活動の取組を推進します。

今後、デフリンピック東京大会や世界陸上、またアジア大会等の大きな大会が国内において予定されていることから、今後も合宿誘
致や強化練習会の誘致に向けて関係機関と協力して取組を進めていきたい。

スポーツ課

県立図書館において、図書館利用に障がいがある方を対象とした「はーとふるサービス」
を充実するほか、視覚障がい等により、読書に困難を抱える方が身近に読書を楽しめるよ
う、ライトハウス点字図書館や市町村立図書館等と連携し読書バリアフリーに向けた環境
整備を図ります。

214



８．文化・芸術活動
（１）文化芸術の鑑賞の機会の拡大

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

224

文化芸術の公演等において、ロービジョンを含む視覚に障がいのある人等に対してはプロ
グラムやパンフレットの音声コード化や音声ガイドの導入、対話による共同鑑賞等に、聴
覚に障がいのある人に対しては手話通訳や要約筆記の設置等に取り組むとともに、視覚や
聴覚に障がいのある人等が映画を楽しむことができるよう、バリアフリー映画の普及に取
り組みます。また、知的障がい・発達障がいのある人やその家族も参加しやすい公演の開
催を促進するなど、障がい特性にかかわらず、障がいのある人等が文化芸術に親しめる環
境づくりを進めます。

○障がい者アート活動支援事業補助金（鑑賞機会拡大事業）による音声コード、音声ガイド等の導入支援の実施
○⻘翔開智高等学校での生徒と視覚障がいのある方との共同鑑賞ワークショップの開催（2/13）
○バリアフリー映画の上映及び講演会の開催(1/11）
○知的・発達障がい児（者）にむけての劇場体験プログラムの開催（1/13）

障がい福祉課

225

読書バリアフリー法の趣旨に基づいて、点字図書館や県立図書館等において、アクセシブ
ルな書籍等を貸し出すとともに、聴覚障がい者センターにおける字幕入りＤＶＤの貸出に
より、ロービジョンを含む視覚障がい者等、聴覚障がい者が日常的に文化・芸術に親しめ
る環境づくりを進めます。

聴覚障がい者センターにおける字幕入りＤＶＤの貸出、点字図書館における点字図書、音声テープ等の貸出を実施。 障がい福祉課

226

障がいのある人が文化芸術施設等を円滑に利用できるように、公共の文化芸術施設等のバ
リアフリー化を推進するとともに、「鳥取県福祉のまちづくり推進事業補助金」等によ
り、⺠間の文化芸術施設等の構造及び設備の整備を進めます。また、文化芸術施設等と連
携し、公演等における情報保障をはじめとした鑑賞サポートの充実を図ります。

○「鳥取県福祉のまちづくり推進事業補助金」による⺠間の文化芸術施設等におけるバリアフリー化支援の実施
○文化施設等の職員を対象とした鑑賞サポート研修の実施（12/5、1/13）

障がい福祉課

227

鳥取県障がい者舞台芸術祭「あいサポート・アートとっとり祭」（以下「とっとり祭」と
いう。）、鳥取県障がい者芸術・文化作品展「あいサポート・アートとっとり展」（以下
「とっとり展」という。）、「障がいのある人とない人が共につくる劇団『じゆう劇場』
による公演」等の開催により、障がいの有無にかかわらず文化芸術を共に楽しみ、県⺠の
障がいへの理解を進めるための環境づくりを進めます。

○「あいサポート・アートとっとり祭」の開催
 「あいサポート運動15周年記念セレモニー」と併わせて、11/8（金）〜10（日）の3日間の日程でエースパック未来中心で開催
し、4,258名が来場
○「あいサポート・アートとっとり展」の開催
 米子市美術館：12/21（⼟）〜1/5（日）、倉吉未来中心：1/11（⼟）〜1/19（日）、県立博物館：2/8（⼟）〜2/16（日）の3会
場で開催し、3,246名が来場
○障がいのある人とない人が共につくる劇団『じゆう劇場』による公演
 1/25（⼟）、26（日）に鳥の劇場（鳥取市⿅野町）で⻑編作品『シェイクスピア「間違いの喜劇 THE COMEDY OF
ERRORS」』を上演し、214名が来場

障がい福祉課

228
手話パフォーマンス甲子園を含む手話フェス等では、大型モニターでの手話通訳や要約筆
記の一体表示や音声ガイドの導入をはじめとする、情報保障の充実を図り、文化芸術活動
を鑑賞しやすい環境を整備します。

手話フェス（9/21〜9/23）において、大型モニターでの手話通訳・要約筆記の表示や音声ガイドの導入など、情報保障の充実を図っ
た。

障がい福祉課

229
インターネット上のバーチャル美術館「鳥取県立バリアフリー美術館」の運営や「とっと
り祭」等のオンライン配信など、デジタル技術を活用した文化芸術へのアクセシビリティ
向上を進めます。

○「鳥取県立バリアフリー美術館」の運営
 障がいのある方のアート作品のデジタルデータをアーカイブし、インターネット上のバーチャル美術館において、常設展示や企画
展示を行った。（アクセス実績：13,544人）
○あいサポートアート・とっとり祭
 催事をオンラインでライブ配信（視聴数：1,186回）するとともに、終了後にアーカイブ配信を実施。

障がい福祉課

（２）文化芸術の創造の機会の拡大
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

230

「鳥取県障がい者アート活動支援事業補助金（以下「アート補助金」という。）（文化芸
術活動促進事業）」により、社会福祉施設、学校等において障がいのある人が取り組む文
化芸術活動を支援し、障がいのある人が必要な支援を受けつつ、より幅広い分野の文化芸
術を創造することができる環境の整備を進めます。

○アート補助金により、障がいのある人が取り組む文化芸術活動を支援した。
 文化芸術活動促進事業（ベーシック型）13団体 、文化芸術活動促進事業（ステップアップ型）33団体

障がい福祉課

231
アートセンターを中心に、福祉施設等へのスタートアップ支援（アート補助金の活用促
進、企画支援、出張ワークショップ等）を行い、障がいのある人による文化芸術活動の裾
野を拡大します。

アートセンターにおいて、福祉施設等に対するアート補助金の活用促進を行うなど、障がいのある人による文化芸術活動の裾野拡大
に取り組んだ。

障がい福祉課



232

幅広い分野の参加体験（ワークショップなど）を行うことで、これまで文化芸術活動に取
り組んできた障がいのある人もこれから新たに文化芸術活動に取り組む障がいのある人
も、幅広い分野の選択肢の中から自分に合った分野に取り組むことができるよう支援しま
す。

○あいサポート・アートとっとり祭でのワークショップの実施
 塗り絵ワークショップ、バルーン作りワークショップ等
○アート補助金によるワークショップ体験機会の創出
 パステルアートで遊ぼう！（10/6）、ドットアートワークショップ（1/12）、がらがらどんまつり（楽器ワークショップ）
（12/8）、「とりぃとん」3周年記念ライブ（演劇ワークショップ）（3/22）等

障がい福祉課

（３）文化芸術の作品等の発表の機会の確保
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

233
「とっとり祭」「とっとり展」を開催し、障がいのある人の作品等の発表機会を確保しま
す。

○「あいサポート・アートとっとり祭」の開催
 「あいサポート運動15周年記念セレモニー」と併わせて、11/8（金）〜10（日）の3日間の日程でエースパック未来中心で開催。
公募団体ステージには28団体が出演し、音楽やダンスなど日頃の練習の成果を披露。
○「あいサポート・アートとっとり展」の開催
 米子市美術館：12/21（⼟）〜1/5（日）、倉吉未来中心：1/11（⼟）〜1/19（日）、県立博物館：2/8（⼟）〜2/16（日）の3会
場で開催。応募のあった477点（美術部門：430点、文芸部門：34点、マンガ部門：13点）の作品を展示。
○「鳥取県立バリアフリー美術館」の運営
 インターネット上のバーチャル美術館において、障がいのある方のアート作品のデジタルデータをアーカイブ化して公開（年度末
時点326点）するとともに、常設展示（51作品）や企画展示（2回：計85作品）を行った。
○センターが行う作品展
 「MeetuP vol.03」（バリアフリー美術館原画展示）（8/30〜9/3、51作品、米子市美術館）、「障がいと共に生きるアーティス
トたちの原画展示販売会at吉祥寺」（9/21〜9/23、30作品、東京都武蔵野）、「はーとをふるわせて４」（はーとふるアートギャラ
リー合同展）（10/19〜11/4、41作品、ギャラリーからふる及びギャラリー鳥たちのいえ）

障がい福祉課

234
アート補助金（個展等開催事業）により、障がいのある人の文化芸術の作品等を発表する
機会の創出を進めます。

アート補助金（個展等開催事業）を活用し、34団体が作品展や公演等を開催した。 障がい福祉課

235
本県の障がい者文化芸術の発信や水準向上、共生社会の実現に向けた牽引力となることが
期待される優れた文化芸術活動を支援します。

アート補助金（優れた文化芸術活動支援事業）により、県外での公演・作品展の開催を支援した。（東京「とっとり・おかやま新橋
館）」での井谷優太氏によるライブ（11/24）及び県内での報告会（12/14）等）

障がい福祉課

236
障がい者アートを積極的に展示する「鳥取県はーとふるアートギャラリー」の認定を促進
し、県⺠が気軽に障がい者アートを楽しむ機会を創出します。

「鳥取県はーとふるアートギャラリー」の認定を受けたギャラリーが開催する作品展等について、県やあいサポート・アートセン
ターのホームページやSNS等で情報発信した。
【認定ギャラリー】※年度末時点5施設
 ①ギャラリーからふる（鳥取市）、②もみの木アートギャラリー（米子市）、③あかりアートギャラリー（米子市）、④十人十色
アートギャラリー（鳥取市）、⑤いろどり小径ギャラリー（鳥取市）

障がい福祉課

237
国や障がいのある人の文化芸術を通じた国際交流事業を実施する団体等と連携し、又は本
県の国際交流事業を活用し、障がいのある人の優れた文化芸術活動の成果を海外に発信し
ます。

○「あいサポート・アートとっとり祭」の開催
 鳥取県と江原道の友好交流30周年記念行事の一つと位置付けて開催。金知事をはじめとした訪問団やライブ配信を通じて、本県の
障がい者による文化芸術やあいサポート運動を海外に発信した。
○「鳥取県立バリアフリー美術館」の運営
 国内外のどこからでも鑑賞可能なインターネット上のバーチャル美術館において、障がいのある方のアート作品を発信した。（ア
メリカ、フランス、中国、インドなど21の国と地域からアクセス有り。）

障がい福祉課

238

障がいのある人の文化芸術活動の取組等について、インターネットや県広報物等で情報発
信していますが、県⺠へ充分浸透しているとは言いきれないことから、より多くの方に障
がいのある人の優れた芸術作品に触れていただき、障がいのある人による文化芸術への理
解を深めるため、更なる情報発信を実施します。

県広報（ホームページ、県政だより、各種チラシ配付、パブリシティ等）及びあいサポート・アートセンター広報（ホームページ、
SNS発信、フリーペーパー「Hugs（はぐす）」の発行等）による情報発信に加え、新聞広告、テレビCM、WEB広告等の各種媒体も
活用して年間を通じて積極的に情報発信を行った。

障がい福祉課



239
令和７年に開館予定の鳥取県立美術館をはじめとした文化芸術施設や企業等との連携、
県・市町村等が行う様々な催しとの連携を更に進め、県内各地域における発表機会の拡大
を図ります。

○美術館との連携
 2階壁面ギャラリーでの障がい者アート作品11点の展示や、1階「デジタルアーカイブビューイング」（大型ディスプレイ）での鳥
取県立バリアフリー美術館の紹介等を開館に併せて開始。
○様々な催しとの連携によるアート作品展示等
 日南福祉フェスタ2024（5/25日/日南町役場交流ホール）、「デザインであそぼう♪キッズデザイナー大集合！」（11/2/米子コン
ベンションセンター）、麒麟のまち・ひと未来プロジェクト「きらめきアート展」（鳥取市内の文化施設による合同企画との連携展
示）（9/1〜9/15/鳥取市⺠会館、鳥取市文化センター、わらべ館、高砂屋、仁風閣）、「はーとをふるわせて４」（はーとふるアー
トギャラリー合同展）(鳥取市、地元商店街、鳥取県が参画する実行委員会が開催する「フクシ×アートWeeks」の連携企画として実
施）（10/19〜11/4/ギャラリーからふる及びギャラリー鳥たちのいえ）、島根県障がい者アート作品展招待展示（12/6〜8等/島根
県）、あいサポートとっとりフォーラム25（1/10〜11/米子市）、「とっとり産業未来フェス」（2/7〜8／米子コンベンションセン
ター）、「Tottori Colorful FES」（高校生と大学生がつくる音楽×食のイベント）（3/9/鳥取コンベンションセンター）、⻘翔開智
高等学校での生徒と視覚障がいのある方との共同鑑賞ワークショップ（2/13)、鳥取⻄高等学校生徒の「あいサポート・アートとっと
り展」の鑑賞・アート講座（2/10等/県立博物館）など

障がい福祉課

240
2025年大阪・関⻄万博を、障がいのある人による文化芸術を含めた、本県の文化芸術によ
る共生社会の実現に向けた取組を積極的に発信する機会とします。

○「あいサポート・アートとっとり祭」（万博プレイベント）の開催
 催し内の万博PRステージで、障がい者による舞台芸術発表等を行い、万博に向けた機運を醸成。

障がい福祉課

（４）作品等の評価、販売、権利保護等の推進、相談体制の整備
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

241

アートセンターを中心に、障がいのある人の作品等についての実情を調査し、優れた作品
をデジタルアーカイブ化するとともに、アートセンターが行う作品展示や、「鳥取県はー
とふるアートギャラリー」、インターネット上に常設している鳥取県立バリアフリー美術
館で紹介します。

○「鳥取県立バリアフリー美術館」の運営
 県内の施設等を訪問し、優れたアート作品の掘り起こしを行うとともに、インターネット上のバーチャル美術館において、障がい
のある方のアート作品のデジタルデータをアーカイブ化し、公開した。（年度末時点326点）
○その他作品紹介
 アートセンターが行う作品展示（詳細は項目233）や、様々な催し等との連携によるアート作品展示（詳細は項目239）で紹介を
行った。

障がい福祉課

242
「とっとり展」で、障がいのある人の文化芸術作品を募り、県が設置する審査会において
芸術上価値が高い作品を審査・表彰することにより、作品を専門的な⾒地から評価する機
会を設けます。

○「あいサポート・アートとっとり展」での表彰
 応募のあった477点の中から、審査により、美術部門、文芸部門、マンガ部門の各部門ごとに、最優秀賞、金賞、銀賞、銅賞、佳
作、審査員特別賞を決定し、表彰を行った。

障がい福祉課

243

アートセンターを中心に、障がい福祉サービス事業所の職員、文化芸術関係者等を対象
に、芸術上価値の高い作品等の適切な記録、保存方法、販売等の支援、及び所有権、著作
権その他の権利の保護等について学ぶ研修会を開催するとともに、当該研修会の開催につ
いて更なる周知と内容の充実を図り、支援の質の向上を図ります。

○「脳が脱皮する美術館」の開催（対話型アート鑑賞を通じ障がいのある方の創作活動や作品への理解を促進）（7/25/アートスペー
スからふる、7/26倉吉病院）
○「フクシ×アートフォーラム」の開催（セイン・カミュ氏（(一社)障がい者自立推進機構理事)による「パラリンアート」の取組に
関する講演や「障がい者アートの可能性」をテーマにした⿍談等を実施）（11/3、鳥取市役所市⺠交流センター）
○鑑賞サポート講座の開催（知的・発達障がいの特性理解と対応、発達障がいのある人が参加できる事業づくり、合理的配慮につい
て等）（基礎研修：12/5、とりぎん文化会館「第2会議室」、実践研修：1/13、とりぎん文化会館「小ホール」）
○あいサポート・アートとっとり展10周年記念特別講演の開催（東ちづる氏（(一社) Get in touch代表・俳優）による「障がいのあ
る方のアートの可能性」をテーマとした講演）（1/18、エースパック未来中心）

障がい福祉課

244
評価の高い作品等を創作する障がいのある人については、必要に応じて、作品等の適切な
記録、保存方法、販売等の支援や所有権、著作権その他の権利の保護等について指導・助
言ができる専門家を招聘するなど、支援体制を整備します。

鳥取県障がい者文化芸術活動拠点「あいサポート・アートセンター」に学芸員資格を持つスタッフを配置して相談支援にあたるとと
もに、必要に応じて専門家による助言等が行える体制を年間をとおして整備。

障がい福祉課

245

アートセンターを中心に、積極的な訪問による対応を含め、障がいのある人の文化芸術活
動全般についての相談を受け付け、アドバイスを行うとともに、必要に応じて専門家や関
係機関の紹介を行います。また、必要な支援が、福祉施設等へ所属していない人も含めて
幅広く届くよう、アートセンターの認知度向上を図ります。

鳥取県障がい者文化芸術活動拠点「あいサポート・アートセンター」において、創作活動に関することや、個展等の開催、作品の販
売に関する相談など約180回の相談を受け付け、アドバイス等を行った。また、SNSや各種イベントへのブース出展などを通じてアー
トセンターの認知度向上を図った。

障がい福祉課



246
障がいのある人による芸術文化活動が多様な経済活動へとつながるよう、企業等と連携し
て取り組みます。

○企業等との連携
 山陰ご当地フォントプロジェクト（一般社団法人クッドクリエイターズ）との連携協働により、アート名刺の販売や、株式会社
ファミリーマートでの障がい者アートを活用したシール販売などを行った。
○美術館との連携
 1階ミュージアムショップでの障がい者アートグッズの販売を開館に併せて開始した。
○県外団体との連携
 東京都で福祉作業所製品の販売を行っているマジェルカと連携し、同ショップ内で、9/21〜9/23に県内作家の原画30点の展示販売
会を開催した。

障がい福祉課

（５） 文化芸術活動を通じた交流の促進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

247
参加体験（ワークショップなど）の機会を提供し、障がいの有無にかかわらず共に文化・
芸術活動を行い相互に交流する場を提供します。

○あいサポート・アートとっとり祭でのワークショップの実施
 塗り絵ワークショップ、バルーン作りワークショップ等
○アート補助金によるワークショップ体験機会の創出
 パステルアートで遊ぼう！（10/6）、ドットアートワークショップ（1/12）、がらがらどんまつり（楽器ワークショップ）
（12/8）、「とりぃとん」3周年記念ライブ（演劇ワークショップ）（3/22）等 （詳細は項目232のとおり）

障がい福祉課

248
特別支援学校の取組を支援する「共生社会をめざす文化芸術・スポーツ活動推進事業」等
により、文化芸術活動を通じて、特別支援学校の生徒等と、他の学校の生徒等との交流を
支援します。

教育委員会における取組に加え、あいサポート・アートとっとり祭への琴の浦高等特別支援学校生徒の出演・あいサポートカフェの
実施など、文化芸術活動を通じた交流を促進した。

障がい福祉課

249
学校への訪問公演等により、子どもの頃から、障がいのある人による文化芸術活動に触れ
る機会や、障がいのある人と交流する機会を広げます。

○じゆう劇場による訪問公演の実施
 令和6年6月と令和7年2月に、県内５か所（明徳小学校、⻘谷高校、三朝中学校、日野高校、教育支援センターすてっぷ）で短編作
品の公演等を実施。
○⻘翔開智高等学校での視覚障がいのある方との共同鑑賞ワークショップの開催
 令和7年2月に、生徒と視覚障がいのある方が、対話を通して障がい者アート作品を共に鑑賞するワークショップを開催。
○鳥取⻄高等学校へのアート講座の開催・「あいサポート・アートとっとり展」の鑑賞
 令和7年2月に、生徒の校外学習の一環として、あいサポート・アートとっとり展の鑑賞と障がいのある人の文化芸術について学ぶ
講座を実施。
○鳥取短期大学での「あいサポート研修」と併せたアート講座の開催
 令和7年1月に、学生が障がいのある方との交流を通じて障がいについて学ぶ「あいサポート研修」と併せて、障がいのある人の文
化芸術について学ぶ講座を実施。
○「Tottori Colorful FES」での作品展示
 令和7年3月に、とっとり若者活躍局（公募で集まった県内の高校生から30代のメンバーで構成するグループ）が企画・運営した
「音楽×食」のイベント会場においてアート作品の展示を行い、障がいのある人の文化芸術に触れる機会を創出。

障がい福祉課

250
国や障がい者の文化芸術を通じた国際交流事業を実施する団体等と連携し、又は、本県の
国際交流事業を活用し、文化芸術に係る国際的な催しへの障がい者の参加を進めます。

2025関⻄万博での発信に向け、全国手をつなぐ育成会連合会等の障がい福祉団体の全国ネットワークや都道府県と連携して準備を進
めるとともに、令和6年11月のあいサポート・アートとっとり祭を、万博に向けた機運醸成のためのプレイベントとして開催した。

障がい福祉課

251
障がいのある人が、文化芸術活動を通じて、子どもや高齢者、幅広い活動分野の人たちと
共に文化芸術活動を行い、交流する機会の創出を支援することで、障がいのある人の社会
参加の推進及び障がいや障がいのある人に対する理解を進めます。

○あいサポート・アートとっとり祭の開催
 障がいのある人とない人が共に演奏等の発表を行うステージや、会場内でのスポーツ体験や創作体験コーナー等を通じて、文化芸
術活動を通じた交流機会を創出。
○鳥取県障がい者アート活動支援事業補助金（交流促進事業）
 共生社会の実現に向け、県内で障がいのある人とない人が文化芸術の活動を通じて交流する機会を創出する取組１件（９月：ダン
スを通じた交流イベント）に対して支援を実施。

障がい福祉課

（６）人材の育成
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属



252

アートセンターを中心に、障がい福祉サービス事業所の職員、文化芸術関係者等を対象
に、芸術上価値の高い作品等の適切な記録、保存方法、販売の支援、及び所有権、著作権
その他の権利の保護、鑑賞サポート等について学ぶ研修会を開催します。また、研修の開
催にあたっては、オンラインでの参加も可能とするなど、参加しやすい環境を整え、受講
機会の拡大を図ります。

○フクシ×アートフォーラム
日程・会場：令和6年11月3日（日）鳥取市役所市⺠交流センター
内容：・セイン・カミュ氏（(一社)障がい者自立推進機構理事)による講演（「パラリンアート」の取組）や「障がい者アートの可能
性」をテーマにした⿍談を実施。
○鑑賞サポート講座
①基礎研修
日程・会場：令和6年12月5日（木）とりぎん文化会館「第2会議室」
内容：知的・発達障がいの特性理解と対応、発達障がいのある人が参加できる事業づくり、合理的配慮について 等
②実践研修
日程・会場：令和7年1月13日（月・祝）とりぎん文化会館「小ホール」
内容：「劇場って楽しい！ in とっとり」（知的・発達障がい児者とその御家族を対象とした音楽公演）の運営体験（受付、誘導等）
○あいサポート・アートとっとり展10周年記念特別講演
日程・会場：令和7年1月18日（⼟）エースパック未来中心
内容：東ちづる氏（(一社) Get in touch代表・俳優）による講演（障がいのある方のアートの可能性）

障がい福祉課

253
アートセンターで開催する、障がい福祉サービス事業所の職員等を対象とした美術や舞台
芸術等の幅広い分野の参加体験（ワークショップなど）により、新たな分野の芸術文化活
動を学ぶ機会を提供します。

○〜脳が脱皮する美術館〜対話型鑑賞
日程・会場：令和6年7月25日(木)アートスペースからふる、令和6年7月26日(金)倉吉病院
内容：障がいのある方の作品を⾒て気づいたこと、想像したことを自由に語りあう対話型アート鑑賞を通じ障がいのある方の創作活
動や作品への理解を促進。

障がい福祉課

254

障がいのある人の芸術文化活動には、自己肯定感の向上やコミュニケーション能力の拡大
といった効果があるとともに、その作品の中には高い評価を受け、既存の文化芸術に対し
て新たな価値観を投げかけるものも多く存在することについて、身近な支援者であるご家
族や福祉施設の職員等への理解促進を図ります。

○フクシ×アートフォーラム
日程・会場：令和6年11月3日（日）鳥取市役所市⺠交流センター
内容：・セイン・カミュ氏（(一社)障がい者自立推進機構理事)による講演（「パラリンアート」の取組）や「障がい者アートの可能
性」をテーマにした⿍談を実施。
○あいサポート・アートとっとり展10周年記念特別講演
日程・会場：令和7年1月18日（⼟）エースパック未来中心
内容：東ちづる氏（(一社) Get in touch代表・俳優）による講演（障がいのある方のアートの可能性）

障がい福祉課

255
障がいのある人の文化芸術活動を支援する県内アート人材等のリスト化やネットワークづ
くりを進めます。

あいサポート・アートセンターにおいて、障がいのある人の文化芸術活動を支援する県内アート人材等の把握を進めるとともに、
「山陰ご当地フォントプロジェクト」や「劇場体験プログラム」を通じた県内のデザイナーや文化施設職員等とのネットワークづく
りを進めた。

障がい福祉課

（７）関係者（国・地方公共団体、関係団体、大学、産業界等）の連携協力
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

256
県内の障がい福祉関係団体、文化芸術関係団体、障がい福祉サービス事業所、行政機関等
で構成する「鳥取県障がい者・芸術文化活動推進委員会」において、本県の障がいのある
人の文化芸術活動の推進のための施策を審議し、構成委員相互で連携していきます。

県内の障がい福祉関係団体、文化芸術関係団体、障がい福祉サービス事業所、行政機関等で構成する「鳥取県障がい者・芸術文化活
動推進委員会」を5月に開催。

障がい福祉課

257
2025年大阪・関⻄万博やその後の更なる発展も⾒通して、47都道府県が加盟する「共生社
会の実現を目指す障がい者の芸術文化活動推進知事連盟」を中心に、障がいのある人の文
化芸術活動を促進する取組を、他の都道府県と連携して展開します。

全国手をつなぐ育成会連合会をはじめとする障がい者団体の全国ネットワークが展開している「2025大阪・関⻄万博に向けた文化芸
術ユニバーサル・ツーリズムプロジェクト」（万博を契機に障がい者アートの発信とユニバーサルツーリズムの推進を図る取組）に
障がい者の芸術文化活動推進知事連盟（47都道府県加盟）が協力。6県（秋田、滋賀、鳥取、島根、高知、⻑崎）で連携イベントを開
催するなど、万博に向けた機運を醸成。

障がい福祉課

９．差別の解消及び権利擁護の推進
（１）障がいを理由とする差別解消の推進

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

258
障がい者差別解消支援地域協議会等において、県内で発生した差別事象や解消事例等につ
いて共有し、差別解消に向けた必要な取り組みを検討します。

○障がい者差別解消支援地域協議会を開催し、差別事例や解消事例について行政・事業者・障がい者関係団体に共有し、その方策に
ついて協議した。（R7.１）

障がい福祉課



259
障がい者差別解消相談支援センターの設置により、障がいを理由とする差別に関する相談
に応じ、専門的知⾒を活用した相談者への助言を行うとともに、関係機関の紹介など、必
要な支援を行います。

○障がい者差別解消支援センターを東部・中部・⻄部に設け、専門員を配置して相談者に対して必要な支援を行っている。 障がい福祉課

260

令和６年４月からの改正障害者差別解消法施行により、⺠間事業者による合理的配慮の提
供が義務化されることから、法の趣旨・目的や法で定める「合理的配慮の提供」について
理解を進めるため、効果的な広報・啓発活動、説明会の開催等についてより一層取り組ん
でいきます。また、基本方針等に基づき、障がいを理由とする差別の解消に向け、社会的
障壁の除去・合理的配慮の提供に関する事業者が行う取組を支援するなど具体的な取組を
実施します。

○障害者差別解消法の基本について学んでいただくための研修会を開催するとともに、障がいのある方の協力を得ながら業種別の実
践型研修会（実際のサービスをロールプレイで体験し、課題や問題点、必要な対応方法等を学ぶ研修）を実施した。
○社会的障壁を除去するための取組について支援する「障がい者が暮らしやすい社会づくり事業補助金」制度を設けている。
◯令和７年１月に鳥取県障がい者差別解消支援地域協議会を開催し、事案等を共有し、事案の対応をどう行うべきか協議した。

障がい福祉課

261

雇用分野における障がい者に対する差別の禁⽌及び障がい者が職場で働くに当たっての支
障を改善するための措置（合理的配慮の提供義務）が規定された障害者雇用促進法に基づ
き、障がい者と障がい者でない者との均等な雇用機会及び待遇の確保並びに就職を希望す
る障がい者がその適性に応じて能力を十分に発揮できるよう支援します。

○鳥取労働局、鳥取障害者職業センターと共催で、障がいを理解して職場の同僚等として障がい者を支える「とっとり障がい者仕事
サポーター養成講座」を開催した。（3回開催、延べ193人受講）
○障がい者雇用への理解を深め、雇用促進につなげるため、経営者・管理職等を対象とする「障がい者雇用企業トップセミナー」を
開催した。（50人参加）
○障がい者が働きやすい職場づくりのためのガイドブック活用セミナーをオンラインで開催した（33名受講）。
○県内事業所の好事例紹介動画を作成の上、県公式ウェブサイトで公開し、事業所等に周知した。

雇用・働き方政策課

（２）障がい者虐待防止の推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

262

虐待通報等に適切に対応できるよう、市町村虐待防⽌センター、県権利擁護センター等の
職員研修を実施し、さらにその内容を充実させます。また、市町村虐待防⽌センター等に
対して専門的助言・支援を行う支援チーム（弁護士、司法書士及び社会福祉士等で組織す
る団体）を東・中・⻄各圏域に設置し、支援体制を整備します。

鳥取県社会福祉士会に委託し、県・市町村障がい者虐待防⽌関係職員等のための研修を実施している。
＜令和６年度実績＞
 ・共通基礎研修：274名 、・権利擁護センター・虐待防⽌センター等職員(相談窓口)向け研修：60名
 ・管理者・従業者向け専門研修：138名、・現場力向上研修（現場スタッフの専門研修）：86名
 ・障がい者虐待防⽌・権利擁護公開講座：79名

障がい福祉課

263
障害者虐待防⽌法に基づき、障がい者虐待の未然防⽌、早期発⾒・早期解決を図るための
取組を推進します。また、障害者虐待防⽌法施行からこれまでの県内の障がい者虐待に関
する検証を行い、必要な措置を検討します。

○障がい者虐待防⽌・権利擁護事業
 専門的な⾒地から障がい者の支援を行えるよう東、中、⻄部各地区に障がい者虐待防⽌支援チームを設置し、障がい者虐待及び権
利擁護等に関する電話相談や面接相談等に対応した。
 ＜令和６年度実績＞ ・電話：24件、・面接：24件、・派遣：12件、・研修講師：1件

障がい福祉課

264

障害福祉サービス事業所の管理者及び従事者、医療機関・学校・保育所等関係者への虐待
防⽌・権利擁護に関する研修会を開催するとともに、実地指導において体制の整備状況及
び支援現場の確認を徹底します。また、市町村担当者及び相談支援事業所の職員への虐待
防⽌・権利擁護に関する研修会を開催し、虐待の予防、早期発⾒等についての理解を深め
ます。

障害者総合支援法に基づき障害福祉サービス事業所等の指導監査を計画的に実施。
○障がい者虐待防⽌・権利擁護事業
 ・指導者養成研修派遣：１名
○障がい者虐待防⽌研修の実施
 ・権利擁護・虐待防⽌センター職員等研修コース／障がい福祉サービス事業所等における障がい者虐待の防⽌と対策コース【共通
基礎研修】 参加者 274名
 ・障がい福祉サービス事業所等における障害者虐待の防⽌と対応コース【専門研修】 参加者 のべ 138名
 ・障がい福祉サービス事業所等における障害者虐待の防⽌と対応コース【現場力向上研修】 参加者 のべ 86名
 ・権利擁護センター・虐待防⽌センター職員等講習 参加者 60名
 ・障がい者虐待防⽌・権利擁護公開講座（県⺠講座） 参加者79名
 ・障がい者虐待防⽌法啓発（新聞広告の掲載） １回（令和6年11月11日）

障がい福祉課

265
強度行動障がい児者に対する身体拘束などの虐待を未然に防⽌するため、事業所職員に対
して強度行動障がい者の支援に特化した研修会を実施し、強度行動障がいに対応できる事
業所職員の養成のほか、支援の質を高めます。

○障がい者福祉従業者等研修事業 R6受講者数
 ・行動援護従業者養成研修：91名、・強度行動障がい支援者養成研修（基礎研修）：197名
 ・強度行動障がい支援者養成研修（実践研修）：133名、強度行動障がい支援者専門研修：16名

障がい福祉課

266
強度行動障がい者を受け入れる事業所を支援することにより、強度行動障がい者の受入事
業所等を増やし、養護者の休息（レスパイト）にもつなげます。

○鳥取県強度行動障がい者入居等支援事業
 重度の強度行動障がい者へ居住支援を行う社会福祉法人等（入所施設、GH、短期入所、生活介護）に対し、市町村を通じて運営費
の補助を行い、強度行動障がい者の施設等待機状況の解消を図った。 令和６年度補助実績：３市、5,014千円

障がい福祉課

267
「不適切な身体拘束を防⽌するための手引き」等により、障害者虐待防⽌法に関する積極
的な広報・啓発活動を行うとともに、同法の適切な運用を通じ、障がい者虐待の防⽌及び
養護者に対する支援に取り組みます。

○障がい者虐待防⽌・権利擁護事業
 鳥取県社会福祉士会に委託し、事業所や自治体の職員等を対象とした研修の実施、公開講座の開催及び新聞広告掲載を行ってい
る。

障がい福祉課

268
障がい者への性的虐待について、鳥取県性暴力被害者支援協議会と連携を図りながら迅速
な被害者救済につなげていくなど、必要な対応や啓発に取り組みます。

鳥取県性暴力被害者協議会と連携し、鳥取県社会福祉士会に委託して実施している障がい者虐待防⽌等研修（共通基礎研修）におい
て性暴力に関する講義を行い、性暴力被害と支援について普及・啓発を図っている。

障がい福祉課



（３）権利擁護の推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

269
障がい者に対する差別及びその他の権利侵害を防⽌し、必要な支援を検討するため、県地
域自立支援協議会の権利擁護部会において、課題解決等に向けた横断的な議論を行ってい
きます。

地域自立支援協議会（R6.3.7）において、権利擁護部会での議事（意思決定支援、障がい者差別解消、虐待防⽌等）に関する議論の
状況について、報告・共有など行った。

障がい福祉課

各地区に障がい者虐待及び権利擁護等に関する電話相談や面談相談等への対応ができる支援チームを設置している。
 ＜令和６年度実績＞ ・電話：24件、・面接：24件、・派遣：12件、・研修講師：1件

障がい福祉課

鳥取県成年後⾒支援センター運営支援事業により東中⻄の成年後⾒支援センターに支援を行い、成年後⾒制度の利用促進を図った。
（R６実績：14,250千円＝4,750千円×３センター） また、市町村・市町村社協・地域包括支援センター職員等を対象に研修会を実
施。更には、鳥取県成年後⾒利用促進協議会を新たに設置し、市町村、関係団体が情報共有等の連携を深めた。

孤独・孤立対策課

（４）行政機関等における配慮及び障がい者理解の促進等
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

271
各行政機関等における事務・事業の実施に当たっては、障害者差別解消法に基づき、障が
いの状態などに考慮したサービスの提供を行います。

個別の研修会の実施、職員研修用教材の中にあいサポート運動研修用動画を新たに追加するなど職員への障がい理解に係る働きかけ
を強化した。

障がい福祉課

272
行政職員、教職員、警察職員、保健・医療関係者、福祉関係者、消防職員等に対する障が
い者に関する理解を促進するため必要な研修を実施し、窓口等における障がい者への配慮
を徹底します。

個別の研修会の実施、職員研修用教材の中にあいサポート運動研修用動画を新たに追加するなど職員への障がい理解に係る働きかけ
を強化した。

障がい福祉課

１０．あいサポート運動の推進等
（１）あいサポート運動の推進

項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

273
令和６年度に迎えるあいサポート運動15周年を契機に、あいサポーター研修資材の刷新等
にも取り組み、県⺠に対するあいサポート運動の周知・広報をより一層進め、県内のあい
サポーターの更なる増加に努めます。

○あいサポーター研修を107回実施し、県内の企業・団体等に広く運動の周知を行った。
○令和6年度末時点で、全国のあいサポーター数は705,153人となった。（県内91,589人）

障がい福祉課

274
次代の担い手である児童・生徒が、障がいの正しい理解を深め、お互いが助け合う「あい
サポート」の心を持って行動することができるよう、学ぶ機会の提供に努めます。

あいサポーターキッズの制度を設け、小学生に対してあいサポート研修を行い、また中高生に対しても学校においてあいサポート研
修を実施するなど、学校現場でのあいサポート運動の普及・啓発に努めている。また、あいサポートキッズに係る教材用のハンド
ブックを刷新し、動画も新たに作成した。

障がい福祉課

275
あいサポート運動を全国に広げるため、他の地方自治体への働きかけを強めるとともに、
企業と連携するなど必要な取組を推進します。

愛知県名古屋市、⻘森県三沢市と新たに協定を締結した。また、福祉団体等とも連携し、全国にあいサポート運動を周知するととも
に連携について呼び掛けを行った。

障がい福祉課

276
あいサポート運動をより実践的なものとし、公共交通機関、宿泊・観光・商業施設等の従
業者が実践的な接遇研修を受けられるよう必要な検討を進めます。

○あいサポート運動をさらに発展させていくため、障がいの特性や障がい者本人が困っていること、必要な配慮を障がいの区分ごと
に紹介し、合理的配慮や社会的障壁除去への理解促進を図るためのハンドブック、ＤＶＤをあいサポーター研修で活用するととも
に、ハンドブックの内容について前年度に改定した動画の内容に合わせ、当該運動や合理的配慮の提供について一層取組が進むよう
刷新した。
○県内企業等に対して、障がい者に対する理解を深めていただくための研修会をを実施した。障がい当事者が講師として出向き、障
がいのある方への必要な配慮等についての講習を行った。

障がい福祉課

（２）障がい及び障がい者理解の促進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

277
外⾒では配慮や支援の必要性が分からない障がい者等のため、配慮や支援が必要であるこ
とを周囲に知らせる「ヘルプマーク」について、各種研修会やイベント開催時等、機会を
捉えて幅広くチラシを配布するなど、県内での普及を図ります。

新聞広告によるヘルプマークの周知、チラシの配架の他、各種研修会等においてチラシを配布し、ヘルプマークの普及を図るととも
に、ヘルプマーク交付機関を増やし、ヘルプマーク取得に係る利便性を向上させた。

障がい福祉課

障がい者本人が自ら意思決定するという原則を最大限尊重し、支援者等が本人の「意思」
あるいは「思い」や「気持ち」の表明を支援するなど障がい特性に応じた適切な意思決定
支援ができるよう配慮します。また、制度周知や適切な運用の確保の取り組みを今後も継
続する必要があることから、東部・中部・⻄部にある各成年後⾒支援センターと市町村を
中心とした圏域の連携を深めるとともに、更なる情報共有や、協議の場の設置を通じて各
センター及び市町村等への支援を行っていきます。

270



278
あいサポート条例に基づき、県⺠や事業者による障がい者に対する理解を根付かせていく
ため、障がいのある当事者による障がいの特性等の理解を目的とした学習会の実施など、
県⺠の障がい者に対する理解をさらに深める取組を積極的に進めます。

○あいサポート運動をさらに発展させていくため、障がいの特性や障がい者本人が困っていること、必要な配慮を障がいの区分ごと
に紹介し、合理的配慮や社会的障壁除去への理解促進を図るためのハンドブック、ＤＶＤをあいサポーター研修で活用するととも
に、ハンドブックの内容について前年度に改定した動画の内容に合わせ、当該運動や合理的配慮の提供について一層取組が進むよう
刷新した。
○県内企業等に対して、障がい者に対する理解を深めていただくための研修会をを実施した。障がい当事者が講師として出向き、障
がいのある方への必要な配慮等についての講習を行った。

障がい福祉課

279

県⺠に対して、障がい者が利用する視覚障がい者誘導用ブロックや車椅子使用者用トイ
レ、ハートフル駐車場等についての周知を図り、その円滑な利活用に必要な配慮等につい
ての理解を促進します。また、施設整備及び運営・サービスに関し、利用者、専門家の立
場で助言し、反映していただくことを目的としたＵＤアドバイザー制度において、障がい
者分野のアドバイザーの登録者数を増加させるとともに、制度自体の利用を促進します。

 福祉のまちづくり条例では、一定規模以上の施設において道路と敷地内の誘導ブロックの接続を義務化しており、さらに令和４年
３月に条例を改正して基準面積を引き下げるなど視覚障がい者に配慮した施設整備を推進している。
 令和４年度に創設したUDアドバイザー派遣制度により、障がい者等の意⾒を反映した施設整備が促進されるように取り組んだ。ま
たバリアフリーの施設情報を提供するシステムの認知度向上のため、チラシ、ポスターを作成し、空港、駅、公共施設等に配布し
た。

住宅政策課

280
障がいのある幼児、児童、生徒と障がいのない幼児、児童、生徒との相互理解を深めるた
めの活動を促進するとともに、特別支援学校と小中学校等との交流を進め、障がいに対す
る理解と認識を深めます。

地域の小中学校等との学校間交流はそれぞれの学校や地域の実情に応じて実施した。また、高等学校と特別支援学校との交流におい
ては、eスポーツやボッチャ等の障がいの有無にに関わらず、共に取り組めるよう工夫し、交流を実施した。

特別支援教育課

281

身体障がい、知的障がい、精神障がい、てんかん、高次脳機能障がい、発達障がい等の障
がいの特性や必要な配慮等に関し、住⺠に対する正しい知識の普及・啓発を推進します。
また、地域社会における障がい者への理解を促進するため、障害者支援施設、障害福祉
サービス事業所、教育機関等と地域住⺠との日常的な交流を促進します。

○様々な障がいの特性や障がい者本人が困っていること、必要な配慮を障がいの区分ごとに紹介し、合理的配慮や社会的障壁除去へ
の理解促進を図るためのハンドブックを活用し、理解を促した。
○大学等とも連携し、学生と障がいのある方との交流機会を新たに設けるなど、若年層に対する理解を促した。

障がい福祉課

281

身体障がい、知的障がい、精神障がい、てんかん、高次脳機能障がい、発達障がい等の障
がいの特性や必要な配慮等に関し、住⺠に対する正しい知識の普及・啓発を推進します。
また、地域社会における障がい者への理解を促進するため、障害者支援施設、障害福祉
サービス事業所、教育機関等と地域住⺠との日常的な交流を促進します。

○様々な障がいの特性や障がい者本人が困っていること、必要な配慮を障がいの区分ごとに紹 介し、合理的配慮や社会的障壁除去へ
の理解促進を図るためのハンドブックを活用し、理解を促した。
○事業所、施設の設置運営基準を規定した県条例で地域との交流に努めることを規定しており、運営指導において指導を実施してい
る。

障がい福祉課

282
障がい者との出会い、ふれあい等をテーマとした「心の輪を広げる体験作文」及び｢障害者
週間のポスター｣の募集等を通じ、障がいや障がい者に対する理解を促進します。

内閣府と共催で、県内から心の輪を広げる体験作文及び障害者週間のポスターを募集し、優秀な作品を表彰するとともに、イベント
等の場において作品展示を行うなど障がい理解等の促進に努めた。

障がい福祉課

283
障がいのない児童生徒等に、障がいのある児者生徒等や家族、支援者等との交流やふれあ
いを通して、共に生きていこうとする態度を育てます。

人権教育・啓発行政担当者会、人権教育主任研究協議会、学校への計画訪問・要請訪問等の機会を通じて周知した。人権学習講師派
遣事業（障がい者スポーツ体験教室（車いすバスケットボール、ボッチャ）、あいサポート運動学習会）を担当部署（人権・同和対
策課、障がい福祉課）と連携して実施した。

人権教育課

（３）ボランティア活動等の推進
項目
番号

計画項目 Ｒ６状況 所属

284
地域の人々が積極的に社会貢献活動に参加することができる気運づくりや環境づくりを進
めます。

鳥取県ボランティア総合情報サイト「ボランとり」に掲載したボランティア募集情報（年間31件）のうち、ボランティア活動を通じ
て障がいのある方との交流・つながりを期待できるものを３件紹介した。今後も障がい者とふれあえるボランティア活動の募集情報
を掲載していく。

協働参画課


